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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　偏光フィルムの少なくとも片面に保護フィルムが積層されている偏光板であって、
　前記偏光フィルムは、厚さが２μｍ以上１０μｍ以下であり、且つ、偏光フィルムの単
位膜厚あたりの突刺し強度Ｐが３．６ｇｆ／μｍ以上７．０ｇｆ／μｍ以下であり、
　前記突き刺し強度は、先端径１ｍｍφ、０．５Rのニードルを用い、突き刺し速度を０
．３３ｃｍ／秒として測定した値であり、
　前記保護フィルムは、前記偏光フィルムの透過軸方向に対して平行な方向の保護フィル
ムの引張り弾性率と保護フィルムの厚さとの積である強度Ｈが、１０～９６．６Ｎ／ｍｍ
であり、
　前記強度Ｈは、偏光フィルムの片面に第１保護フィルムが積層され、他方の面に第２保
護フィルムが積層されている場合には、第１保護フィルムの強度と第２保護フィルムの強
度との合計値であり、
　前記保護フィルムに対し、－４０℃で３０分間の保持と８５℃で３０分間の保持とを繰
り返す冷熱衝撃試験を行い、－４０℃及び８５℃間における前記保護フィルムのひずみ変
化量が一定となった後、前記保護フィルムにおける前記偏光フィルムの透過軸方向と平行
である方向に生じる－４０℃及び８５℃間のひずみ変化量Ａ（με）と、前記突刺し強度
Ｐ（ｇｆ／μｍ）とが、下記式（１）を満たす偏光板。
　　１＞（ひずみ変化量Ａ－５４０）／（突刺し強度Ｐ×２１）　　　（１）
【請求項２】
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　前記偏光板は、前記保護フィルムに対し、－４０℃で３０分間の保持と８５℃で３０分
間の保持とを繰り返す冷熱衝撃試験を行い、－４０℃及び８５℃間における前記保護フィ
ルムのひずみ変化量が一定となった後、冷熱衝撃試験前と８５℃との間のひずみ変化量Ｂ
（με）と、前記突刺し強度Ｐ（ｇｆ／μｍ）とが、下記式（２）を満たす、請求項１に
記載の偏光板。
　　　１＞（ひずみ変化量Ｂ＋２５）／（突刺し強度Ｐ×４２）　　　（２）
【請求項３】
　前記偏光板は、前記保護フィルムにおける偏光フィルムの透過軸方向と平行である方向
の２３℃における引張り弾性率が、１０００～１００００ＭＰａである、請求項１又は２
に記載の偏光板。
【請求項４】
　前記偏光フィルムは、８０℃の温度で２４０分間保持したときの、その吸収軸方向の幅
２ｍｍあたりの収縮力が、２Ｎ以下である、請求項１～３のいずれかに記載の偏光板。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれかに記載の偏光板が、粘着剤層を介して液晶セルに積層されてい
る液晶表示装置であって、
　前記粘着剤層は、２３℃における貯蔵弾性率が１００～１０００ＫＰａである液晶表示
装置。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の偏光板が、粘着剤層を介して有機エレクトロルミネッ
センスディスプレイに積層されている有機エレクトロルミネッセンス表示装置であって、
　前記粘着剤層は、２３℃における貯蔵弾性率が１００～１０００ＫＰａである有機エレ
クトロルミネッセンス表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏光板、液晶表示装置及び有機エレクトロルミネッセンス表示装置に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　偏光板は、液晶表示装置等の表示装置における偏光の供給素子として、また偏光の検出
素子として広く用いられている。偏光板としては、偏光フィルムの片面又は両面に、接着
剤を用いて保護フィルムを貼合した構成のものが一般的である。近年、液晶表示装置の薄
型化に伴い、偏光板の薄型化も要求されている。
【０００３】
　特許文献１には、厚さが５．１μｍと薄肉で収縮力の小さい偏光フィルムを作製し、そ
の片面に保護フィルムを積層し、保護フィルムとは反対側の最表面に、２３℃における貯
蔵弾性率が０．４ＭＰａであり、且つ、８０℃における貯蔵弾性率が０．１９ＭＰａであ
る粘着剤層を設けた偏光板が開示されている。このような偏光板は、高温環境下において
偏光フィルムに割れ（クラックともいう）が生じるのを抑制できるものの、例えば、高温
と低温とを繰り返すような環境下においては、改善の余地があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－７２９５１号公報
【特許文献２】特許第５３２４３１６号公報（特開２０１０－９０２７号公報）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、薄肉であり、熱を加えた際に生じる寸法変化が抑制され、また高温と低温と
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を繰り返すような環境下において偏光フィルムに割れが生じる等の外観不良の発生が抑制
された偏光板を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、以下の偏光板、液晶表示装置及び有機エレクトロルミネッセンス表示装置を
提供する。
［１］偏光フィルムの少なくとも片面に保護フィルムが積層されている偏光板であって、
　前記偏光フィルムは、厚さが１０μｍ以下であり、且つ、偏光フィルムの単位膜厚あた
りの突刺し強度Ｐが３．６ｇｆ／μｍ以上である偏光板。
［２］前記偏光板は、前記保護フィルムに対し、－４０℃で３０分間の保持と８５℃で３
０分間の保持とを繰り返す冷熱衝撃試験を行い、－４０℃及び８５℃間における前記保護
フィルムのひずみ変化量が一定となった後、前記保護フィルムにおける前記偏光フィルム
の透過軸方向と平行である方向に生じる－４０℃及び８５℃間のひずみ変化量Ａ（με）
と、前記突刺し強度Ｐ（ｇｆ／μｍ）とが、下記式（１）を満たす、［１］に記載の偏光
板。
　　　１＞（ひずみ変化量Ａ－５４０）／（突刺し強度Ｐ×２１）　　　（１）
［３］前記偏光板は、前記保護フィルムに対し、－４０℃で３０分間の保持と８５℃で３
０分間の保持とを繰り返す冷熱衝撃試験を行い、－４０℃及び８５℃間における前記保護
フィルムのひずみ変化量が一定となった後、冷熱衝撃試験前と８５℃との間のひずみ変化
量Ｂ（με）と、前記突刺し強度Ｐ（ｇｆ／μｍ）とが、下記式（２）を満たす、［１］
又は［２］に記載の偏光板。
　　　１＞（ひずみ変化量Ｂ＋２５）／（突刺し強度Ｐ×４２）　　　（２）
［４］前記偏光板は、前記保護フィルムにおける偏光フィルムの透過軸方向と平行である
方向の２３℃における引張り弾性率が、１０００～１００００ＭＰａである、［１］～［
３］のいずれかに記載の偏光板。
［５］前記偏光板は、引張り弾性率と前記保護フィルムの厚さとの積である、前記保護フ
ィルムにおける偏光フィルムの透過軸方向と平行である方向の強度Ｈが、１０～５００Ｎ
／ｍｍである、［４］に記載の偏光板。
［６］前記偏光フィルムは、８０℃の温度で２４０分間保持したときの、その吸収軸方向
の幅２ｍｍあたりの収縮力が、２Ｎ以下である、［１］～［５］のいずれかに記載の偏光
板。
［７］［１］～［６］のいずれかに記載の偏光板が、粘着剤層を介して液晶セルに積層さ
れている液晶表示装置であって、
　前記粘着剤層は、２３℃における貯蔵弾性率が１００～１０００ＫＰａである液晶表示
装置。
［８］［１］～［６］のいずれかに記載の偏光板が、粘着剤層を介して有機エレクトロル
ミネッセンスディスプレイに積層されている有機エレクトロルミネッセンス表示装置であ
って、
　前記粘着剤層は、２３℃における貯蔵弾性率が１００～１０００ＫＰａである有機エレ
クトロルミネッセンス表示装置。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、薄肉であり、熱を加えた際の収縮率が小さい偏光板が提供される。ま
た、高温と低温とを繰り返すような環境下において、偏光フィルムに生じる割れが抑制さ
れ、耐久性に優れる偏光板が提供される。本発明の偏光板は、収縮率が小さいため、狭額
縁化された液晶パネルに適用しても、高温環境下で偏光板が収縮することによって偏光板
端部が視認エリアに入ってくることを抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】図１（ａ）は本発明に係る偏光板の層構成の一例を示す概略断面図であり、図１
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（ｂ）は本発明に係る粘着剤層付き偏光板及び偏光板貼合ガラス基板の層構成の一例を示
す概略断面図である。
【図２】冷熱衝撃試験における保護フィルムのひずみを測定する方法を示す概略図である
。
【図３】冷熱衝撃試験における保護フィルムのひずみの測定結果の一例である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
［偏光板］
　本発明の偏光板は、偏光フィルムの少なくとも片面に保護フィルムが積層されており、
偏光フィルムが、その厚さが１０μｍ以下であり、且つ、偏光フィルムの単位膜厚あたり
の突刺し強度Ｐが３．６ｇｆ／μｍ以上であることを特徴とする。
【００１０】
　上記の偏光板は、保護フィルムに対し、－４０℃で３０分間の保持と８５℃で３０分間
の保持とを繰り返す冷熱衝撃試験を行い、－４０℃及び８５℃間における保護フィルムの
ひずみ変化量が一定となった後、保護フィルムにおける偏光フィルムの透過軸方向と平行
である方向に生じる－４０℃及び８５℃間のひずみ変化量Ａ（με）と、偏光フィルムの
単位膜厚あたりの突刺し強度Ｐ（ｇｆ／μｍ）とが、下式（１）を満たすことが好ましい
。ここで、ひずみ変化量が一定となるとは、－４０℃で３０分間の保持及び８５℃で３０
分間の保持を１サイクルとしたとき、連続した５サイクルにおいて、ひずみ変化量の差が
５％以下となることをいう。
　　　１＞（ひずみ変化量Ａ－５４０）／（突刺し強度Ｐ×２１）　　　（１）
【００１１】
　突刺し強度Ｐとひずみ変化量Ａとは、冷熱衝撃試験時の偏光フィルムの割れの発生と関
係があり、偏光板の横軸が突刺し強度Ｐを、縦軸がひずみ変化量Ａを表すグラフにおいて
、突刺し強度Ｐとひずみ変化量Ａとが、上記式（１）を満たす領域にある偏光板は、冷熱
衝撃試験時の偏光フィルムの割れの発生が抑制される。
【００１２】
　上記式（１）において、ひずみ変化量Ａは１００～１０００であることが好ましく、よ
り好ましくは７５０以下である。ひずみ変化量Ａが１００より小さいと、ガラスよりも寸
法変化量が小さくなる結果、ひずみが生じるという傾向がある。また、ひずみ変化量Ａが
１０００より大きいと、偏光フィルムの単位膜厚あたりの突刺し強度Ｐ（以下、強度Ｐと
もいう）を極端に大きくしないと偏光フィルムの割れを防ぐことが困難となる傾向がある
。強度Ｐは、好ましくは４．０ｇｆ／μｍ以上であり、より好ましくは５．０ｇｆ／μｍ
以上であり、さらに好ましくは５．５ｇｆ／μｍ以上である。また強度Ｐは、通常１５．
０ｇｆ／μｍ以下であり、好ましくは１０．０ｇｆ／μｍ以下であり、より好ましくは７
．０ｇｆ／μｍ以下であり、さらに好ましくは６．７ｇｆ／μｍである。強度Ｐが３．６
ｆｇ／μｍより小さいと偏光フィルムの割れが発生しやすくなるという傾向がある。一方
で、強度Ｐが１５．０ｇｆ／μｍより大きいと、一般的に偏光フィルムの配向度が低くな
り、偏光度が低くなるという傾向がある。上記式（１）を満たさず１よりも大きい数値に
なると、偏光フィルムに割れが発生する割合が高くなり、また発生する割れの長さが長く
なる傾向がある。
【００１３】
　また、偏光板は、保護フィルムに対し、－４０℃で３０分間の保持と８５℃で３０分間
の保持とを繰り返す冷熱衝撃試験を行い、－４０℃及び８５℃間における保護フィルムの
ひずみ変化量が一定となった後、冷熱衝撃試験前と８５℃との間のひずみ変化量Ｂ（με
）と、偏光フィルムの単位膜厚あたりの突刺し強度Ｐ（ｇｆ／μｍ）とが下式（２）を満
たすことが好ましい。
　　　１＞（ひずみ変化量Ｂ＋２５）／（突刺し強度Ｐ×４２）　　　（２）
【００１４】
　突刺し強度Ｐとひずみ変化量Ｂとは、冷熱衝撃試験時の偏光フィルムの割れの発生と関
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係があり、横軸が突刺し強度Ｐを、縦軸がひずみ変化量Ｂを表すグラフにおいて、突刺し
強度Ｐとひずみ変化量Ｂとが、上記式（２）を満たす領域にある偏光板は、冷熱衝撃試験
時の偏光フィルムの割れの発生が抑制される。
【００１５】
　上記式（２）において、ひずみ変化量Ｂは０～４００の範囲にあることが好ましい。ひ
ずみ変化量Ｂが０より小さく、保護フィルムが膨張する場合は、ガラスとのひずみが大き
くなり、偏光フィルムに割れが発生しやすくなるという傾向がある。また、ひずみ変化量
Ｂが４００より大きいと、収縮によってひずみが生じるため、偏光フィルムの割れが発生
しやすくなる傾向がある。式（２）を満たさず１よりも大きい数値になると、偏光フィル
ムに割れが発生する割合が高くなり、また発生する割れの長さが長くなる傾向がある。
【００１６】
　上記式（１）及び（２）において、ひずみ変化量Ａ及びひずみ変化量Ｂは、偏光フィル
ムの片面に保護フィルム（第１保護フィルム）が積層され、他方の面に別の保護フィルム
（第２保護フィルム）が積層されている場合には、第１保護フィルム及び第２保護フィル
ムの平均値を適用する。
【００１７】
　偏光フィルムの割れを保護フィルムで抑制する際の指標として上記式（１）及び（２）
を採用することにより、保護フィルムの引張り弾性率を指標とする従来の方法に比べ、比
較する保護フィルム間において引張り弾性率の差が小さい場合であっても、偏光フィルム
に割れが生じる傾向を精度よく見出すことができる。
【００１８】
　また、偏光板は、保護フィルムにおける偏光フィルムの透過軸方向と平行である方向の
２３℃環境下における引張り弾性率が、１０００～１００００ＭＰａであるのが好ましく
、１５００～８０００ＭＰａであるのがより好ましい。引張り弾性率が１０００ＭＰａよ
り小さいと、偏光板の収縮を抑制できず、高温環境下での寸法変化量が大きくなるという
傾向がある。引張り弾性率は高ければ高い方が好ましいが、一般的に入手可能な光学用途
のフィルムは１００００ＭＰａ以下である。保護フィルムは、偏光フィルムと積層された
ときに偏光フィルムの透過軸方向と平行である方向の引張り弾性率が上記の範囲であれば
よく、延伸フィルムであっても未延伸フィルムであってもよい。
【００１９】
　偏光板は、引張り弾性率と保護フィルムの厚さとの積として求められる、保護フィルム
における偏光フィルムの透過軸方向と平行方向の強度Ｈが、１０～５００Ｎ／ｍｍである
のが好ましく、５０～３００Ｎ／ｍｍであるのがより好ましい。強度Ｈが１０Ｎ／ｍｍよ
り小さいと、偏光板の収縮を抑制できず、高温環境下での寸法変化量が大きくなるという
という傾向があり、また、５００Ｎ／ｍｍより大きいと一般的な光学フィルムの引張り弾
性率においては、厚さを厚くする必要があり、偏光板を薄型化しにくい傾向にある。強度
Ｈは、偏光フィルムの片面に第１保護フィルムが積層され、他方の面に第２保護フィルム
が積層されている場合には第１保護フィルム及び第２保護フィルムの合計値を適用する。
【００２０】
　（１）偏光フィルム
　偏光フィルムは、一軸延伸されたポリビニルアルコール系樹脂層に二色性色素を吸着配
向させたものであることができる。偏光フィルムは通常、厚さが２０μｍ以下であると偏
光板の薄膜化を実現することができる。本発明では、厚さ１０μｍ以下の偏光フィルムを
採用するが、偏光フィルムの厚さは好ましくは８μｍ以下である。また通常偏光フィルム
の厚さは２μｍ以上である。
【００２１】
　上記のポリビニルアルコール系樹脂としては、ポリ酢酸ビニル系樹脂をケン化したもの
を用いることができる。ポリ酢酸ビニル系樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体である
ポリ酢酸ビニルのほか、酢酸ビニルとこれに共重合可能な他の単量体との共重合体が例示
される。酢酸ビニルに共重合可能な他の単量体としては、例えば、不飽和カルボン酸、オ
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レフィン、ビニルエーテル、不飽和スルホン酸、アンモニウム基を有するアクリルアミド
などが挙げられる。
【００２２】
　ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は、８０モル％以上の範囲であることができる
が、好ましくは９０～９９．５モル％の範囲であり、より好ましくは９４～９９モル％の
範囲である。ポリビニルアルコール系樹脂は、一部が変性されている変性ポリビニルアル
コールであってもよく、例えば、ポリビニルアルコール系樹脂をエチレン及びプロピレン
等のオレフィン；アクリル酸、メタクリル酸及びクロトン酸等の不飽和カルボン酸；不飽
和カルボン酸のアルキルエステル及びアクリルアミドなどで変性したものが挙げられる。
ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は、好ましくは１００～１００００であり、よ
り好ましくは１５００～８０００であり、さらに好ましくは２０００～５０００である。
【００２３】
　偏光フィルムに含有（吸着配向）される二色性色素は、ヨウ素又は二色性有機染料であ
ることができ、従来公知のものを使用することができる。二色性色素は、１種のみを単独
で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００２４】
　本発明では、偏光フィルムとして、厚さが１０μｍ以下であり、偏光フィルムの単位膜
厚あたりの突刺し強度が３．６ｇｆ／μｍ以上であるものを採用する。この偏光フィルム
の単位膜厚あたりの突刺し強度とは、偏光フィルムに対して突刺し治具を垂直に突き刺し
、その延伸軸（吸収軸）に沿って偏光フィルムが裂けるときの強さのことであり、例えば
、ロードセルを備えた圧縮試験機で測定することができる。圧縮試験機の例としては、カ
トーテック株式会社製のハンディー圧縮試験器“ＫＥＳ－Ｇ５型”、株式会社島津製作所
社製の小型卓上試験機“ＥＺ　Ｔｅｓｔ（登録商標）”などが挙げられる。
【００２５】
　測定に用いる偏光フィルムは保護フィルムを積層して偏光板化する前のものでも、保護
フィルムが接着剤等で積層された偏光板から保護フィルムを除去したものでもよいが、保
護フィルム積層時の熱負荷等の影響を考慮し、偏光板から保護フィルムを除去した偏光フ
ィルムが好ましい。
偏光板から保護フィルムを除去する方法としては、偏光フィルムにダメージが入らなけれ
ば溶媒を用いて保護フィルムを溶解する方法や、接着剤と親和性のよい溶液に漬けて保護
フィルムを剥離する方法など、従来公知の方法を用いることができる。
【００２６】
　測定は、突刺し治具が通過することができる直径１５ｍｍ以下の円形の穴の開いた２枚
のサンプル台の間に偏光フィルムを挟んで行われる。突刺し治具は、円柱状の棒であり、
その偏光フィルムに接する先端が球形又は半球形である突刺し針を備えることが好ましい
。先端の球形部又は半球形部は、直径が０．５ｍｍφ以上であり、５ｍｍφ以下であるこ
とが好ましい。また、その曲率半径が０Ｒよりも大きく、０.７Ｒよりも小さいことが好
ましい。圧縮試験機の突刺し速度は、０．０５ｃｍ／秒以上であり、０．５ｃｍ／秒以下
であることが好ましい。
【００２７】
　突刺し強度の測定は、この試験片を治具に固定して、法線方向から突刺し治具を突刺し
ていき、延伸方向（吸収軸方向）と水平に、一箇所裂けた際の強度を測定すればよい。測
定は、５個以上の偏光フィルムの試験片について行い、その平均値を突刺し強度として求
めることができる。測定された突刺し強度を、測定に使用した偏光フィルムの膜厚で除す
ることにより、単位膜厚あたりの突刺し強度を算出することができる。この方法では、偏
光フィルムを透過軸方向に引っ張り、吸収軸方向に裂けた際の破断強度を定量的に測定す
ることができるため、これまでは偏光フィルムが裂けやすいために測定できなかった透過
軸方向の強度を測定することができる。
【００２８】
　単位膜厚あたりの突刺し強度は、偏光フィルムを製造する際の延伸倍率を下げることに
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より、又は乾燥処理を７０℃程度の高温で行うことにより、高くすることができる。単位
膜厚あたりの突刺し強度が３．６ｇｆ／μｍより小さいと、偏光フィルムの割れが発生す
る割合が高くなる傾向や、発生する割れの長さが長くなる傾向にある。
【００２９】
　本発明の偏光板は、単位膜厚あたりの突刺し強度が３．６ｇｆ／μｍ以上である偏光フ
ィルムを採用することによって、偏光フィルム自体の強度が高いため、薄肉の偏光フィル
ムに微小欠陥があった場合でも割れが生じるのを抑制することができる。
【００３０】
偏光フィルムは、８０℃の温度で２４０分間保持したときの、その吸収軸方向の幅２ｍｍ
あたりの収縮力が、２Ｎ以下であることが好ましい。この収縮力が、２Ｎより大きいと高
温環境下での寸法変化量が大きくなり、且つ、偏光フィルムの収縮力が大きくなるために
、偏光フィルムに割れが発生しやすくなるという傾向にある。偏光フィルムの収縮力は、
延伸倍率を下げると、また偏光フィルムの厚さを薄くすると２Ｎ以下となる傾向にある。
【００３１】
　（２）保護フィルム
　上記の偏光フィルムの少なくとも片面に、保護フィルムが積層される。なお、偏光フィ
ルムの片面に保護フィルム（第１保護フィルム）を、他方の面に別の保護フィルム（第２
保護フィルム）を積層する場合、第２保護フィルムとしては、第１保護フィルムと同様の
ものを用いてもよいし、他の樹脂フィルムを用いてもよい。第１保護フィルム及び第２保
護フィルムはそれぞれ、熱可塑性樹脂から構成される透明樹脂フィルムであることができ
る。熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリプロピレン系樹脂を例とする鎖状ポリオレフィ
ン系樹脂及び環状ポリオレフィン系樹脂等のポリオレフィン系樹脂；セルローストリアセ
テート及びセルロースジアセテート等のセルロースエステル系樹脂；ポリエチレンテレフ
タレート、ポリエチレンナフタレート及びポリブチレンテレフタレート等のポリエステル
系樹脂；ポリカーボネート系樹脂；（メタ）アクリル系樹脂；又はこれらの混合物、共重
合物などが挙げられる。
【００３２】
　環状ポリオレフィン系樹脂は通常、環状オレフィンを重合単位として重合される樹脂の
総称であり、例えば、特開平１－２４０５１７号公報、特開平３－１４８８２号公報、特
開平３－１２２１３７号公報などに記載されている樹脂が挙げられる。環状ポリオレフィ
ン系樹脂の具体例を挙げれば、環状オレフィンの開環（共）重合体、環状オレフィンの付
加重合体、エチレン及びプロピレン等の鎖状オレフィンと環状オレフィンとの共重合体（
代表的にはランダム共重合体）、及びこれらを不飽和カルボン酸やその誘導体で変性した
グラフト重合体、並びにそれらの水素化物などである。中でも、環状オレフィンとしてノ
ルボルネンや多環ノルボルネン系モノマー等のノルボルネン系モノマーを用いたノルボル
ネン系樹脂が好ましく用いられる。
【００３３】
　環状ポリオレフィン系樹脂は種々の製品が市販されている。環状ポリオレフィン系樹脂
の市販品の例としては、いずれも商品名で、ＴＯＰＡＳ　ＡＤＶＡＮＣＥＤ　ＰＯＬＹＭ
ＥＲＳ　ＧｍｂＨにて生産され、日本ではポリプラスチックス株式会社から販売されてい
る“ＴＯＰＡＳ”（登録商標）、ＪＳＲ株式会社から販売されている“アートン”（登録
商標）、日本ゼオン株式会社から販売されている“ゼオノア”（登録商標）及び“ゼオネ
ックス”（登録商標）、三井化学株式会社から販売されている“アペル”（登録商標）な
どがある。
【００３４】
　また、製膜された環状ポリオレフィン系樹脂フィルムの市販品を保護フィルムとして用
いてもよい。市販品の例としては、いずれも商品名で、ＪＳＲ株式会社から販売されてい
る“アートンフィルム”（「アートン」は同社の登録商標）、積水化学工業株式会社から
販売されている“エスシーナ”（登録商標）及び“ＳＣＡ４０”、日本ゼオン株式会社か
ら販売されている“ゼオノアフィルム”（登録商標）などが挙げられる。
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【００３５】
　製膜された環状ポリオレフィン系樹脂フィルムは、一軸延伸又は二軸延伸のように延伸
を施したり、このフィルム上に液晶層などを形成したりすることで、任意の位相差値が付
与された位相差フィルムとすることもできる。
【００３６】
　セルロースエステル系樹脂は通常、セルロースと脂肪酸とのエステルである。セルロー
スエステル系樹脂の具体例としては、セルローストリアセテート、セルロースジアセテー
ト、セルローストリプロピオネート、セルロースジプロピオネートなどが挙げられる。ま
た、これらの共重合させたものや、水酸基の一部が他の置換基で修飾されたものを用いる
こともできる。これらの中でも、セルローストリアセテート（トリアセチルセルロース：
ＴＡＣ）が特に好ましい。セルローストリアセテートは多くの製品が市販されており、入
手容易性やコストの点でも有利である。セルローストリアセテートの市販品の例は、いず
れも商品名で、富士フイルム株式会社から販売されている“フジタック（登録商標）　Ｔ
Ｄ８０”、“フジタック（登録商標）　ＴＤ８０ＵＦ”、“フジタック（登録商標）　Ｔ
Ｄ８０ＵＺ”及び“フジタック（登録商標）　ＴＤ４０ＵＺ”、コニカミノルタ株式会社
製のＴＡＣフィルム“ＫＣ８ＵＸ２Ｍ”、“ＫＣ２ＵＡ”及び“ＫＣ４ＵＹ”などがある
。
【００３７】
　製膜されたセルロースエステル系樹脂フィルムも同様に、一軸延伸又は二軸延伸のよう
に延伸を施したり、このフィルム上に液晶層などを形成したりすることで、任意の位相差
値が付与された位相差フィルムとすることもできる。
【００３８】
　（メタ）アクリル系樹脂は通常、メタクリル酸エステルを主体とする重合体である。メ
タクリル系樹脂は、１種類のメタクリル酸エステルの単独重合体であってもよいし、メタ
クリル酸エステルと他のメタクリル酸エステルやアクリル酸エステルなどとの共重合体で
あってもよい。メタクリル酸エステルとしては、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチ
ル、メタクリル酸ブチル等のメタクリル酸アルキルが挙げられ、そのアルキル基の炭素数
は通常１～４程度である。また、メタクリル酸シクロペンチル、メタクリル酸シクロヘキ
シル、メタクリル等のメタクリル酸シクロアルキル、メタクリル酸フェニル等のメタクリ
ル酸アリール、メタクリル酸シクロヘキシルメチル等のメタクリル酸シクロアルキルアル
キル、メタクリル酸ベンジル等のメタクリル酸アラルキルを用いることもできる。
【００３９】
　（メタ）アクリル系樹脂を構成し得る上記他の重合性モノマーとしては、例えば、アク
リル酸エステルや、メタクリル酸エステル及びアクリル酸エステル以外の重合性モノマー
を挙げることができる。アクリル酸エステルとしては、アクリル酸アルキルエステルを用
いることができ、その具体例は、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－
プロピル、アクリル酸イソプロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、ア
クリル酸ｔ－ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸シクロヘキシル、アク
リル酸２－ヒドロキシエチル等のアルキル基の炭素数が１～８であるアクリル酸アルキル
エステルを含む。アルキル基の炭素数は、好ましくは１～４である。（メタ）アクリル系
樹脂において、アクリル酸エステルは、１種のみを単独で用いてもよいし、２種以上を併
用してもよい。
【００４０】
　メタクリル酸エステル及びアクリル酸エステル以外の重合性モノマーとしては、例えば
、分子内に重合性の炭素－炭素二重結合を１個有する単官能モノマーや、分子内に重合性
の炭素－炭素二重結合を少なくとも２個有する多官能モノマーを挙げることができるが、
単官能モノマーが好ましく用いられる。単官能モノマーの具体例は、スチレン、α－メチ
ルスチレン、ビニルトルエン、ハロゲン化スチレン、ヒドロキシスチレン等のスチレン系
単量体；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等のシアン化ビニル；アクリル酸、メタ
クリル酸、無水マレイン酸、無水イタコン酸等の不飽和酸；Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－
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シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド等のマレイミド；メタクリルアルコ
ール、アリルアルコール等のアリルアルコール；酢酸ビニル、塩化ビニル、エチレン、プ
ロピレン、４－メチル－１－ペンテン、２－ヒドロキシメチル－１－ブテン、メチルビニ
ルケトン、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルカルバゾールなどの他のモノマーを含む。
【００４１】
　また、多官能モノマーの具体例は、エチレングリコールジメタクリレート、ブタンジオ
ールジメタクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート等の多価アルコールの
ポリ不飽和カルボン酸エステル；アクリル酸アリル、メタクリル酸アリル、ケイ皮酸アリ
ル等の不飽和カルボン酸のアルケニルエステル；フタル酸ジアリル、マレイン酸ジアリル
、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレート等の多塩基酸のポリアルケニル
エステル、ジビニルベンゼン等の芳香族ポリアルケニル化合物を含む。
メタクリル酸エステル及びアクリル酸エステル以外の重合性モノマーは、１種のみを単独
で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００４２】
　（メタ）アクリル系樹脂の好ましいモノマー組成は、全モノマー量を基準に、メタクリ
ル酸アルキルエステルが５０～１００重量％、アクリル酸アルキルエステルが０～５０重
量％、これら以外の重合性モノマーが０～５０重量％であり、より好ましくは、メタクリ
ル酸アルキルエステル５０～９９.９重量％、アクリル酸アルキルエステルが０.１～５０
重量％、これら以外の重合性モノマーが０～４９.９重量％である。
【００４３】
　また（メタ）アクリル系樹脂は、フィルムの耐久性を高め得ることから、高分子主鎖に
環構造を有していてもよい。環構造は、環状酸無水物構造、環状イミド構造、ラクトン環
構造等の複素環構造であることが好ましい。具体的には、無水グルタル酸構造、無水コハ
ク酸構造等の環状酸無水物構造、グルタルイミド構造、コハクイミド構造等の環状イミド
構造、ブチロラクトン、バレロラクトン等のラクトン環構造が挙げられる。主鎖中の環構
造の含有量を大きくするほど（メタ）アクリル系樹脂のガラス転移温度を高くすることが
できる。環状酸無水物構造や環状イミド構造は、無水マレイン酸やマレイミド等の環状構
造を有するモノマーを共重合することによって導入する方法、重合後脱水・脱メタノール
縮合反応により環状酸無水物構造を導入する方法、アミノ化合物を反応させて環状イミド
構造を導入する方法などによって導入することができる。ラクトン環構造を有する樹脂（
重合体）は、高分子鎖にヒドロキシル基とエステル基とを有する重合体を調製した後、得
られた重合体におけるヒドロキシル基とエステル基とを、加熱により、必要に応じて有機
リン化合物のような触媒の存在下に環化縮合させてラクトン環構造を形成する方法によっ
て得ることができる。
【００４４】
　高分子鎖にヒドロキシル基とエステル基とを有する重合体は、例えば、２－（ヒドロキ
シメチル）アクリル酸メチル、２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸エチル、２－（ヒド
ロキシメチル）アクリル酸イソプロピル、２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸ｎ－ブチ
ル、２－（ヒドロキシメチル）アクリル酸ｔ－ブチル等のヒドロキシル基とエステル基と
を有する（メタ）アクリル酸エステルをモノマーの一部として用いることにより得ること
ができる。ラクトン環構造を有する重合体のより具体的な調製方法は、例えば特開２００
７－２５４７２６号公報に記載されている。
【００４５】
　上記のようなモノマーを含むモノマー組成物をラジカル重合させることにより、（メタ
）アクリル系樹脂を調製することができる。モノマー組成物は、必要に応じて溶剤や重合
開始剤を含むことができる。
【００４６】
　（メタ）アクリル系樹脂は、上述した（メタ）アクリル系樹脂以外の他の樹脂を含んで
いてもよい。当該他の樹脂の含有率は、好ましくは０～７０重量％、より好ましくは０～
５０重量％、さらに好ましくは０～３０重量％である。当該樹脂は、例えば、ポリエチレ
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ン、ポリプロピレン、エチレン－プロピレン共重合体、ポリ（４－メチル－１－ペンテン
）等のオレフィン系ポリマー；塩化ビニル、塩素化ビニル樹脂等の含ハロゲン系ポリマー
；ポリスチレン、スチレン－メタクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリロニトリル
共重合体等のスチレン系ポリマー；ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタ
レート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル；芳香族ジオールと芳香族ジカルボ
ン酸からなるポリアリレート；ポリ乳酸、ポリブチレンサクシネート等の生分解性ポリエ
ステル；ポリカーボネート；ナイロン６、ナイロン６６、ナイロン６１０等のポリアミド
；ポリアセタール；ポリフェニレンオキシド；ポリフェニレンスルフィド；ポリエーテル
エーテルケトン；ポリエーテルニトリル；ポリサルホン；ポリエーテルサルホン；ポリオ
キシペンジレン；ポリアミドイミドなどであることができる。
【００４７】
　（メタ）アクリル系樹脂は、フィルムの耐衝撃性や製膜性を向上させる観点から、ゴム
粒子を含有してもよい。ゴム粒子は、ゴム弾性を示す層のみからなる粒子であってもよい
し、ゴム弾性を示す層とともに他の層を有する多層構造の粒子であってもよい。ゴム弾性
体としては、例えば、オレフィン系弾性重合体、ジエン系弾性重合体、スチレン－ジエン
系弾性共重合体、アクリル系弾性重合体などが挙げられる。中でも、耐光性及び透明性の
観点から、アクリル系弾性重合体が好ましく用いられる。
【００４８】
　アクリル系弾性重合体は、アクリル酸アルキルを主体とする、すなわち、全モノマー量
を基準にアクリル酸アルキル由来の構成単位を５０重量％以上含む重合体であることがで
きる。アクリル系弾性重合体は、アクリル酸アルキルの単独重合体であってもよいし、ア
クリル酸アルキル由来の構成単位を５０重量％以上と、他の重合性モノマー由来の構成単
位を５０重量％以下含む共重合体であってもよい。
【００４９】
　アクリル系弾性重合体を構成するアクリル酸アルキルとしては通常、そのアルキル基の
炭素数が４～８のものが用いられる。上記他の重合性モノマーの例を挙げれば、例えば、
メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル等のメタクリル酸アルキル；スチレン、アルキ
ルスチレン等のスチレン系単量体；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等の不飽和ニ
トリル等の単官能モノマー、さらには、（メタ）アクリル酸アリル、（メタ）アクリル酸
メタクリル等の不飽和カルボン酸のアルケニルエステル；マレイン酸ジアリル等の二塩基
酸のジアルケニルエステル；アルキレングリコールジ（メタ）アクリレート等のグリコー
ルの不飽和カルボン酸ジエステル等の多官能モノマーである。
【００５０】
　アクリル系弾性重合体を含むゴム粒子は、アクリル系弾性重合体の層を有する多層構造
の粒子であることが好ましい。具体的には、アクリル系弾性重合体の層の外側にメタクリ
ル酸アルキルを主体とする硬質の重合体層を有する２層構造のものや、さらにアクリル系
弾性重合体の層の内側にメタクリル酸アルキルを主体とする硬質の重合体層を有する３層
構造のものが挙げられる。
【００５１】
　アクリル系弾性重合体の層の外側又は内側に形成される硬質の重合体層を構成するメタ
クリル酸アルキルを主体とする重合体におけるモノマー組成の例は、（メタ）アクリル系
樹脂の例として挙げたメタクリル酸アルキルを主体とする重合体のモノマー組成の例と同
様であり、特にメタクリル酸メチルを主体とするモノマー組成が好ましく用いられる。こ
のような多層構造のアクリル系ゴム弾性体粒子は、例えば特公昭５５－２７５７６号公報
に記載の方法によって製造することができる。
【００５２】
　ゴム粒子は、（メタ）アクリル系樹脂の製膜性、フィルムの耐衝撃性、フィルム表面の
滑り性の観点から、その中に含まれるゴム弾性体層（アクリル系弾性重合体の層）までの
平均粒径が１０～３５０ｎｍの範囲にあることが好ましい。当該平均粒径は、より好まし
くは３０ｎｍ以上、さらには５０ｎｍ以上であり、またより好ましくは３００ｎｍ以下、
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さらには２８０ｎｍ以下である。
【００５３】
　ゴム粒子におけるゴム弾性体層（アクリル系弾性重合体の層）までの平均粒径は、次の
ようにして測定される。すなわち、このようなゴム粒子を（メタ）アクリル系樹脂に混合
してフィルム化し、その断面を酸化ルテニウムの水溶液で染色すると、ゴム弾性体層だけ
が着色してほぼ円形状に観察され、母層の（メタ）アクリル系樹脂は染色されない。そこ
で、このようにして染色されたフィルム断面から、ミクロトームなどを用いて薄片を調製
し、これを電子顕微鏡で観察する。そして、無作為に１００個の染色されたゴム粒子を抽
出し、各々の粒子径（ゴム弾性体層までの径）を算出した後、その数平均値を上記平均粒
径とする。このような方法で測定するため、得られる上記平均粒径は数平均粒径である。
【００５４】
　最外層がメタクリル酸メチルを主体とする硬質の重合体であり、その中にゴム弾性体層
（アクリル系弾性重合体の層）が包み込まれているゴム粒子である場合、それを母体の（
メタ）アクリル系樹脂に混合すると、ゴム粒子の最外層が母体の（メタ）アクリル系樹脂
と混和する。そのため、その断面を酸化ルテニウムで染色し、電子顕微鏡で観察すると、
ゴム粒子は、最外層を除いた状態の粒子として観察される。具体的には、内層がアクリル
系弾性重合体であり、外層がメタクリル酸メチルを主体とする硬質の重合体である２層構
造のゴム粒子である場合には、内層のアクリル系弾性重合体部分が染色されて単層構造の
粒子として観察される。また、最内層がメタクリル酸メチルを主体とする硬質の重合体で
あり、中間層がアクリル系弾性重合体であり、最外層がメタクリル酸メチルを主体とする
硬質の重合体である３層構造のゴム粒子の場合には、最内層の粒子中心部分が染色されず
、中間層のアクリル系弾性重合体部分のみが染色された２層構造の粒子として観察される
ことになる。
【００５５】
　（メタ）アクリル系樹脂の製膜性、フィルムの耐衝撃性、フィルム表面の滑り性の観点
から、ゴム粒子は、（メタ）アクリル系樹脂フィルムを構成する（メタ）アクリル系樹脂
との合計量を基準に、３重量％以上、６０重量％以下の割合で配合されることが好ましく
、より好ましくは４５重量％以下、さらに好ましくは３５重量％以下である。ゴム弾性体
粒子が６０重量％より多くなると、フィルムの寸法変化が大きくなり、耐熱性が低下する
。一方、ゴム弾性体粒子が３重量％より少ないと、フィルムの耐熱性は良好であるものの
、フィルム製膜時の巻き取り性が悪く、生産性が低下してしまうことがある。なお、本発
明においては、ゴム弾性体粒子として、ゴム弾性を示す層とともに他の層を有する多層構
造の粒子を用いた場合は、ゴム弾性を示す層とその内側の層からなる部分の重量を、ゴム
弾性体粒子の重量とする。例えば、上述の３層構造のアクリル系ゴム弾性体粒子を用いた
場合は、中間層のアクリル系ゴム弾性重合体部分と最内層のメタクリル酸メチルを主体と
する硬質の重合体部分との合計重量を、ゴム弾性体粒子の重量とする。上述の３層構造の
アクリル系ゴム弾性体粒子をアセトンに溶解させると、中間層のアクリル系ゴム弾性重合
体部分と最内層のメタクリル酸メチルを主体とする硬質の重合体部分とは、不溶分として
残るので、３層構造のアクリル系ゴム弾性体粒子に占める中間層と最内層の合計の重量割
合は、容易に求めることができる。
【００５６】
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムがゴム粒子を含む場合において、当該フィルムの作製
に用いられるゴム粒子を含有する（メタ）アクリル系樹脂組成物は、（メタ）アクリル系
樹脂とゴム粒子とを溶融混練などにより混合することによって得ることができるほか、ま
ずゴム粒子を作製し、その存在下に（メタ）アクリル系樹脂の原料となるモノマー組成物
を重合させる方法によっても得ることができる。
【００５７】
　（メタ）アクリル系樹脂には、上記ゴム粒子以外に、通常の添加剤、例えば、紫外線吸
収剤、有機系染料、顔料、無機系色素、酸化防止剤、帯電防止剤、界面活性剤などを含有
させてもよい。中でも紫外線吸収剤は、耐候性を高めるうえで好ましく用いられる。紫外
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線吸収剤の例としては、２，２’－メチレンビス〔４－（１，１，３，３－テトラメチル
ブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール〕、２－（５－メチ
ル－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－〔２－ヒドロキシ－３
，５－ビス（α，α－ジメチルベンジル）フェニル〕－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－
（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾー
ル、２－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒドロキシフェニル）－５－クロロ
－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－２－ヒドロキシフ
ェニル）－５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－アミ
ル－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－
５’－ｔｅｒｔ－オクチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール等のベンゾトリアゾー
ル系紫外線吸収剤；２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４
－オクチルオキシベンゾフェノン、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２－ヒドロキ
シ－４－メトキシ－４’－クロロベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－４－メトキ
シベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェノン等の
２－ヒドロキシベンゾフェノン系紫外線吸収剤；ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニルサリチル
酸エステル、ｐ－オクチルフェニルサリチル酸エステル等のサリチル酸フェニルエステル
系紫外線吸収剤；２，４－ジフェニル－６－（２－ヒドロキシ－４－メトキシフェニル）
－１，３，５－トリアジン、２，４－ジフェニル－６－（２－ヒドロキシ－４－エトキシ
フェニル）－１，３，５－トリアジン、２，４－ジフェニル－（２－ヒドロキシ－４－プ
ロポキシフェニル）－１，３，５－トリアジン、２，４－ジフェニル－（２－ヒドロキシ
－４－ブトキシフェニル）－１，３，５－トリアジン、２，４－ジフェニル－６－（２－
ヒドロキシ－４－ブトキシフェニル）－１，３，５－トリアジン、２，４－ジフェニル－
６－（２－ヒドロキシ－４－ヘキシルオキシフェニル）－１，３，５－トリアジン、２，
４－ジフェニル－６－（２－ヒドロキシ－４－オクチルオキシフェニル）－１，３，５－
トリアジン、２，４－ジフェニル－６－（２－ヒドロキシ－４－ドデシルオキシフェニル
）－１，３，５－トリアジン、２，４－ジフェニル－６－（２－ヒドロキシ－４－ベンジ
ルオキシフェニル）－１，３，５－トリアジン、２－（２－ヒドロキシ－４－［１－オク
チルオキシカルボニルエトキシ］フェニル）－４，６－ビス（４－フェニルフェニル）－
１，３，５－トリアジン、　４－ビス［２－ヒドロキシ－４－ブトキシフェニル］－６－
（２，４－ジブトキシフェニル）－１，３，５－トリアジン、　２－［４－［（２－ヒド
ロキシ－３－（２’－エチル）ヘキシルオキシ］－２－ヒドロキシフェニル］－４，６－
ビス（２，４－ジメチルフェニル）－１，３，５－トリアジン、２－（４，６－ビス（２
，４－ジメチルフェニル）－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－ヒドロキシフェ
ニル、２－［４，６－ビス（２，４－ジメチルフェニル）－１，３，５－トリアジン－２
－イル］－５－（オクチルオキシ）フェノール、２－［２，６－ジ（２，４－キシリル）
－１，３，５－トリアジン－２－イル］－５－オクチルオキシフェノール、２－（４，６
－ジフェニル－１，３，５－トリアジン－２－イル）－５－［２－（２－エチルヘキサノ
イル）エトキシ］フェノール、２，４，６－トリス（２－ヒドロキシ－４－ヘキシルオキ
シ－３－メトキシフェニル）－１，３，５トリアジン等のトリアジン系紫外線吸収剤など
が挙げられ、必要に応じてそれらの２種以上を用いてもよい。
【００５８】
　紫外線吸収剤としては、市販品を使用してもよく、例えば、トリアジン系紫外線吸収剤
として、ケミプロ化成株式会社製の“Ｋｅｍｉｓｏｒｂ　１０２”（登録商標）、株式会
社ＡＤＥＫＡ製の“アデカスタブ（登録商標）　ＬＡ４６”、“アデカスタブ（登録商標
）　ＬＡＦ７０”、ＢＡＳＦ社製の“ＴＩＮＵＶＩＮ（登録商標）　４６０”、“ＴＩＮ
ＵＶＩＮ（登録商標）　４０５”、“ＴＩＮＵＶＩＮ（登録商標）　４００”及び　“Ｔ
ＩＮＵＶＩＮ（登録商標）　４７７”、サンケミカル株式会社製の“ＣＹＡＳＯＲＢ（登
録商標）　ＵＶ－１１６４　”（以上、いずれも商品名）などがある。ベンゾトリアゾー
ル系紫外線吸収剤としては、株式会社ＡＤＥＫＡ製の“アデカスタブ　ＬＡ３１”及び“
アデカスタブ　ＬＡ３６”、住化ケムテックス株式会社製の“スミソーブ（登録商標）　
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２００”、“スミソーブ（登録商標）　２５０”、“スミソーブ（登録商標）　３００”
、“スミソーブ（登録商標）　３４０”及び“スミソーブ（登録商標）　３５０”、ケミ
プロ化成株式会社製の“Ｋｅｍｉｓｏｒｂ　７４”（登録商標）、“Ｋｅｍｉｓｏｒｂ　
７９”（登録商標）及び“Ｋｅｍｉｓｏｒｂ　２７９”（登録商標）、ＢＡＳＦ社製の“
ＴＩＮＵＶＩＮ（登録商標）　９９－２”、“ＴＩＮＵＶＩＮ（登録商標）　９００”及
び“ＴＩＮＵＶＩＮ（登録商標）　９２８”（以上、いずれも商品名）などが挙げられる
。（メタ）アクリル系樹脂フィルムに紫外線吸収剤が含まれる場合、その量は、（メタ）
アクリル系樹脂１００重量％に対して、通常０．１重量％以上、好ましくは０．３重量％
以上であり、また好ましくは３重量％以下である。
【００５９】
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムの作製には従来公知の製膜方法を採用することができ
る。（メタ）アクリル系樹脂フィルムは多層構造を有していてもよく、多層構造の（メタ
）アクリル系樹脂フィルムは、フィードブロックを用いる方法、マルチマニホールドダイ
を用いる方法など、一般に知られる種々の方法を用いることができる。中でも、例えばフ
ィードブロックを介して積層し、Ｔダイから多層溶融押出成形し、得られる積層フィルム
状物の少なくとも片面をロール又はベルトに接触させて製膜する方法は、表面性状の良好
なフィルムが得られる点で好ましい。とりわけ、（メタ）アクリル系樹脂フィルムの表面
平滑性及び表面光沢性を向上させる観点からは、上記多層溶融押出成形して得られる積層
フィルム状物の両面をロール表面又はベルト表面に接触させてフィルム化する方法が好ま
しい。この際に用いるロール又はベルトにおいて、（メタ）アクリル系樹脂と接するロー
ル表面又はベルト表面は、（メタ）アクリル系樹脂フィルム表面への平滑性付与のために
、その表面が鏡面となっているものが好ましい。
【００６０】
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、以上のようにして作製されたフィルムに対して延
伸処理を施したものであってもよい。所望の光学特性や機械特性を有するフィルムを得る
ために延伸処理を要することがある。延伸処理としては、一軸延伸や二軸延伸などが挙げ
られる。延伸方向としては、未延伸フィルムの機械流れ方向（ＭＤ）、これに直交する方
向（ＴＤ）、機械流れ方向（ＭＤ）に斜交する方向などが挙げられる。二軸延伸は、２つ
の延伸方向に同時に延伸する同時二軸延伸でもよく、所定方向に延伸した後で他の方向に
延伸する逐次二軸延伸であってもよい。
【００６１】
　延伸処理は、例えば出口側の周速を大きくした２対以上のニップロールを用いて、長手
方向（機械流れ方向：ＭＤ）に延伸したり、未延伸フィルムの両側端をチャックで把持し
て機械流れ方向に直交する方向（ＴＤ）に広げたりすることで行う。
【００６２】
　延伸処理による延伸倍率は、０％を超え、３００％以下であるのが好ましく、１００～
２５０％であるのがより好ましい。延伸倍率が３００％を上回ると、膜厚が薄くなりすぎ
て破断しやすくなったり、取扱性が低下したりする。延伸倍率は、下式より求められる。
　　延伸倍率（％）＝１００×{(延伸後の長さ)－(延伸前の長さ)}／(延伸前の長さ)
【００６３】
　延伸（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、表面処理層や偏光フィルムとの密着性を高め
る観点から、フィルムの面配向係数ΔＰの絶対値が２×１０-4以下であるのが好ましい。
【００６４】
　面配向係数ΔＰは、フィルムを構成する高分子の分子鎖の配向状態に関する指標となる
物性値であり、フィルムの面内遅相軸方向（面内で屈折率が最大になる方向）の屈折率を
ｎx、面内進相軸方向（面内遅相軸方向と直交する方向）の屈折率をｎy、フィルムの厚み
方向の屈折率をｎzとするとき、下記式で定義される。
　　面配向係数ΔＰ＝（ｎx＋ｎy）／２－ｎz
【００６５】
　例えば、ＭＤ及びＴＤに二軸延伸したフィルムの場合、面配向係数ΔＰの絶対値が大き
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いほど、高分子の分子鎖がフィルムの厚み方向に対してより垂直に配向していることを意
味する。一般に、延伸（メタ）アクリル系樹脂フィルムの面配向係数ΔＰは、負の値をと
る。
【００６６】
　また、所望の光学特性や機械特性を付与するために、延伸処理に代えて、又はこれとと
もに、熱収縮性フィルムを（メタ）アクリル系樹脂フィルムに貼合し、フィルムを収縮さ
せる処理を行ってもよい。
【００６７】
　（メタ）アクリル系樹脂フィルムと偏光フィルムの接着強度を高めるために、（メタ）
アクリル系樹脂フィルムの偏光フィルムと対向する面に易接着層を設けてもよい。
【００６８】
　保護フィルムの偏光フィルムと対向する面に設ける易接着層は、保護フィルムと接着剤
との密着性を向上させることができるものであればよい。このような易接着層を形成する
材料として、例えば、極性基を骨格に有し、比較的低分子量で比較的低いガラス転移温度
を有するポリエステル系樹脂、ウレタン系樹脂、アクリル系樹脂などを挙げることができ
る。骨格に存在する極性基は、その樹脂が親水性又は水分散性となるように選択されるこ
とが好ましく、例えば、親水性の置換基、エーテル結合、複数のエーテル結合などを挙げ
ることができる。
【００６９】
　親水性の置換基のより具体的な例を挙げると、スルホン酸基、カルボン酸基、リン酸基
など、また、これらのリチウム塩、ナトリウム塩、カリウム塩、アンモニウム塩などがあ
る。エーテル結合又は複数のエーテル結合は、ジエチレングリコール、トリエチレングリ
コール、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールなどから導かれる構造単位
であることができる。これらの置換基又は構造単位を有するモノマーを、ポリエステル系
樹脂、ウレタン系樹脂又はアクリル系樹脂に導入することにより、易接着層を構成する材
料とすることができる。
【００７０】
　また、この易接着層を構成する材料には、必要に応じて、架橋剤、有機又は無機のフィ
ラー、界面活性剤、滑剤などを配合することもできる。
【００７１】
　易接着剤の形成は、例えば、上で説明した易接着層を構成する材料を含む溶液、あるい
はこのような材料の前駆体と重合開始剤を含む溶液（以下、「易接着層用組成物」と呼ぶ
ことがある）を、メタクリル系樹脂からなる保護フィルムの片面に塗布した後、乾燥させ
るか、あるいは乾燥・硬化させる方法により、行うことができる。易接着層は、メタクリ
ル系樹脂からなる保護フィルムを製膜した直後に形成してもよいし、偏光フィルムに貼合
する直前に形成してもよい。
【００７２】
　易接着層の厚さは、乾燥後又は乾燥・硬化後に、０．０１～５μｍ、さらには０．０３
～０．６μｍとなるようにすることが好ましい。易接着層が薄すぎると、偏光フィルムと
保護フィルムとの接着強度が不充分になることがある。逆に、易接着層が厚すぎると、そ
の親水性が過剰になり、得られる偏光板が耐水性に劣るものとなる可能性がある。
【００７３】
　保護フィルムの偏光フィルムと対向する面に易接着層用組成物を塗布する方法は、ダイ
コーター、カンマコーター、リバースロールコーター、グラビアコーター、ロッドコータ
ー、ワイヤーバーコーター、ドクターブレードコーター、エアドクターコーターなどを用
いた通常のコーティング技術を採用すればよい。また、塗布した易接着層用組成物を乾燥
させる方法や条件は、特に限定されるものではないが、例えば、熱風乾燥機や赤外線乾燥
機を用いて、乾燥する方法が採用できる。また、易接着層用組成物として、易接着層を構
成する材料の前駆体を含む溶液を用いた場合は、乾燥・硬化の後に養生工程を設けてもよ
い。養生工程を採用する場合でも、易接着層用組成物の乾燥に使用した熱で硬化もある程



(15) JP 6075424 B2 2017.2.8

10

20

30

40

50

度進行し、その後の接着剤を用いた偏光フィルムと保護フィルムとの接着工程でもさらに
硬化が進行するので、常温養生でも充分な物性が得られる。
【００７４】
　易接着層が設けられた保護フィルム表面の接着剤に対する親和性を調整するため、保護
フィルムに設けられた易接着層表面には、後で接着剤を介して偏光フィルムに貼合する前
に、例えば、コロナ放電処理、プラズマ処理、オゾン吹き付け、紫外線照射、火炎処理、
化学薬品処理、その他の従来公知の表面処理を施すこともできる。
【００７５】
　第１保護フィルム及び第２保護フィルムは、輝度向上フィルム等の光学機能を併せ持つ
保護フィルムであることもできる。
【００７６】
　輝度向上フィルムは、液晶表示装置などにおける輝度の向上を目的として用いられ、そ
の例としては、屈折率の異方性が互いに異なる薄膜フィルムを複数枚積層して反射率に異
方性が生じるように設計された反射型偏光分離シート、コレステリック液晶ポリマーの配
向フィルムやその配向液晶層をフィルム基材上に支持した円偏光分離シートなどが挙げら
れる。
【００７７】
　第１保護フィルム及び第２保護フィルムの偏光フィルムとは反対側の表面には、ハード
コート層、防眩層、反射防止層、帯電防止層及び防汚層等の表面処理層（コーティング層
）を形成することもできる。保護フィルム表面に表面処理層を形成する方法には、公知の
方法を用いることができる。
【００７８】
　第１保護フィルム及び第２保護フィルムは、互いに同一の保護フィルムであってもよい
し、異なる保護フィルムであってもよい。保護フィルムが異なる場合の例としては、保護
フィルムを構成する熱可塑性樹脂の種類が少なくとも異なる組み合わせ；保護フィルムの
光学機能の有無又はその種類において少なくとも異なる組み合わせ；表面に形成される表
面処理層の有無又はその種類において少なくとも異なる組み合わせなどがある。
【００７９】
　第１保護フィルム及び第２保護フィルムの厚さは、偏光板の薄膜化の観点から薄いこと
が好ましいが、薄すぎると強度が低下して加工性に劣る。したがって、第１保護フィルム
及び第２保護フィルムの厚さは、５～９０μｍ以下が好ましく、より好ましくは６０μｍ
以下、さらに好ましくは５０μｍ以下、さらに好ましくは３０μｍ以下である。
【００８０】
　第１保護フィルム及び第２保護フィルムとしては、式（１）及び（２）を満たす傾向に
あることから環状ポリオレフィン系樹脂フィルムが好ましい。保護フィルムの強度Ｈは、
延伸することによりフィルムの配向度を上げると高くなる傾向にある。
【００８１】
　（３）接着剤層
　偏光フィルムと第１保護フィルムとの積層及び偏光フィルムと第２保護フィルムとの積
層は、それぞれ接着剤層を介して行われる。接着剤層を形成する接着剤としては、紫外線
、可視光、電子線、Ｘ線などの活性エネルギー線の照射によって硬化し得る活性エネルギ
ー線硬化性接着剤、接着剤成分を水に溶解したもの又は水に分散させた水系接着剤などが
挙げられる。
【００８２】
　活性エネルギー線硬化性接着剤を採用する場合、接着剤層は、その硬化物層となる。接
着剤としては、カチオン重合によって硬化するエポキシ系化合物を硬化性成分とする活性
エネルギー線硬化性接着剤がより好ましく、エポキシ系化合物を硬化性成分とする紫外線
硬化性接着剤がさらに好ましい。ここでいうエポキシ系化合物とは、分子内に平均１個以
上、好ましくは２個以上のエポキシ基を有する化合物を意味する。エポキシ系化合物は、
１種のみを単独で使用してもよいし、あるいは２種以上を併用してもよい。
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【００８３】
　好適に使用できるエポキシ系化合物の例は、芳香族ポリオールの芳香環に水素化反応を
行って得られる脂環式ポリオールに、エピクロロヒドリンを反応させることにより得られ
る水素化エポキシ系化合物（脂環式環を有するポリオールのグリシジルエーテル）；脂肪
族多価アルコール又はそのアルキレンオキサイド付加物のポリグリシジルエーテル等の脂
肪族エポキシ系化合物；脂環式環に結合したエポキシ基を分子内に１個以上有するエポキ
シ系化合物である脂環式エポキシ系化合物を含む。
【００８４】
　活性エネルギー線硬化性接着剤は、硬化性成分としてラジカル重合性である（メタ）ア
クリル系化合物をさらに含有することもできる。（メタ）アクリル系化合物としては、分
子内に少なくとも１個の（メタ）アクリロイルオキシ基を有する（メタ）アクリレートモ
ノマー；官能基含有化合物を２種以上反応させて得られ、分子内に少なくとも２個の（メ
タ）アクリロイルオキシ基を有する（メタ）アクリレートオリゴマー等の（メタ）アクリ
ロイルオキシ基含有化合物を挙げることができる。
【００８５】
　活性エネルギー線硬化性接着剤は、カチオン重合によって硬化するエポキシ系化合物を
硬化性成分として含む場合、光カチオン重合開始剤を含有することが好ましい。光カチオ
ン重合開始剤としては、例えば、芳香族ジアゾニウム塩；芳香族ヨードニウム塩や芳香族
スルホニウム塩等のオニウム塩；鉄－アレーン錯体などを挙げることができる。また、活
性エネルギー線硬化性接着剤が（メタ）アクリル系化合物等のラジカル重合性硬化性成分
を含有する場合は、光ラジカル重合開始剤を含有することが好ましい。光ラジカル重合開
始剤としては、例えば、アセトフェノン系開始剤、ベンゾフェノン系開始剤、ベンゾイン
エーテル系開始剤、チオキサントン系開始剤、キサントン、フルオレノン、カンファーキ
ノン、ベンズアルデヒド、アントラキノンなどが挙げられる。
【００８６】
　活性エネルギー線硬化性接着剤は、必要に応じて、オキセタン、ポリオール等のカチオ
ン重合促進剤、光増感剤、イオントラップ剤、酸化防止剤、連鎖移動剤、粘着付与剤、熱
可塑性樹脂、充填剤、流動調整剤、可塑剤、消泡剤、帯電防止剤、レベリング剤、溶剤等
の添加剤を含有することができる。
【００８７】
　活性エネルギー線硬化性接着剤から形成される接着剤層の厚さは、例えば、０．０１～
１０μｍ程度であり、好ましくは０．０１～５μｍ程度であり、より好ましくは２μｍ以
下（例えば１μｍ以下）である。
【００８８】
　水系接着剤としては、例えば、主成分としてポリビニルアルコール系樹脂又はウレタン
樹脂を用いた接着剤組成物が好ましい。水系接着剤から形成される接着剤層の厚さは、通
常、１μｍ以下である。
【００８９】
　接着剤の主成分としてポリビニルアルコール系樹脂を用いる場合、当該ポリビニルアル
コール系樹脂は、部分ケン化ポリビニルアルコール、完全ケン化ポリビニルアルコールの
ほか、カルボキシル基変性ポリビニルアルコール、アセトアセチル基変性ポリビニルアル
コール、メチロール基変性ポリビニルアルコール及びアミノ基変性ポリビニルアルコール
等の変性されたポリビニルアルコール系樹脂であってもよい。ポリビニルアルコール系樹
脂は、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニルをケン化処理して得られるビニルア
ルコールホモポリマーのほか、酢酸ビニルとこれに共重合可能な他の単量体との共重合体
をケン化処理して得られるポリビニルアルコール系共重合体であってもよい。
【００９０】
　ポリビニルアルコール系樹脂を接着剤成分とする水系接着剤は通常、ポリビニルアルコ
ール系樹脂の水溶液である。接着剤中のポリビニルアルコール系樹脂の濃度は、水１００
重量部に対して、通常１～１０重量部、好ましくは５重量部以下である。
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【００９１】
　ポリビニルアルコール系樹脂の水溶液で構成される接着剤には、接着性を向上させるた
めに、多価アルデヒド、メラミン系化合物、ジルコニア化合物、亜鉛化合物、グリオキザ
ール及び水溶性エポキシ樹脂等の硬化性成分や架橋剤を添加することが好ましい。水溶性
エポキシ樹脂としては、例えば、ジエチレントリアミン及びトリエチレンテトラミン等の
ポリアルキレンポリアミンと、アジピン酸等のジカルボン酸との反応で得られるポリアミ
ドアミンに、エピクロロヒドリンを反応させて得られるポリアミドポリアミンエポキシ樹
脂を好適に用いることができる。かかるポリアミドポリアミンエポキシ樹脂の市販品とし
ては、田岡化学工業株式会社製の“スミレーズレジン（登録商標）　６５０”及び“スミ
レーズレジン（登録商標）　６７５”、星光ＰＭＣ株式会社製の“ＷＳ－５２５”などが
挙げられる。これら硬化性成分や架橋剤の添加量（硬化性成分及び架橋剤として共に添加
する場合にはその合計量）は、ポリビニルアルコール系樹脂１００重量部に対し、通常１
～１００重量部、好ましくは１～５０重量部である。上記硬化性成分や架橋剤の添加量が
ポリビニルアルコール系樹脂１００重量部に対して１重量部未満である場合には、接着性
向上の効果が小さくなる傾向にあり、また、上記硬化性成分や架橋剤の添加量がポリビニ
ルアルコール系樹脂１００重量部に対して１００重量部を超える場合には、接着剤層が脆
くなる傾向にある。
【００９２】
　また、接着剤の主成分としてウレタン樹脂を用いる場合、適当な接着剤組成物の例とし
て、ポリエステル系アイオノマー型ウレタン樹脂とグリシジルオキシ基を有する化合物と
の混合物を挙げることができる。ポリエステル系アイオノマー型ウレタン樹脂とは、ポリ
エステル骨格を有するウレタン樹脂であって、その中に少量のイオン性成分（親水成分）
が導入されたものである。かかるアイオノマー型ウレタン樹脂は、乳化剤を使用せずに直
接、水中で乳化してエマルジョンとなるため、水系の接着剤として好適である。
【００９３】
［偏光板の製造方法］
　偏光板は、例えば次の方法によって製造することができる。
〔ａ〕偏光フィルムとしての偏光性能を有するポリビニルアルコール系樹脂フィルム（以
下、「偏光フィルム」ともいう）を単層フィルムとして、ポリビニルアルコール系樹脂フ
ィルムから作製し、その片面又は両面に保護フィルムを貼合する方法。
〔ｂ〕基材フィルムの少なくとも片面にポリビニルアルコール系樹脂を含有する塗工液を
塗工することによってポリビニルアルコール系樹脂層を形成した後、得られた積層フィル
ムに所定の処理を施してポリビニルアルコール系樹脂層を偏光フィルムとし、得られた偏
光性積層フィルムに保護フィルムを貼合した後、基材フィルムを剥離する方法。この方法
では、基材フィルムを剥離した後、他方の面にも保護フィルムを貼合してもよい。
【００９４】
　（製造方法〔ａ〕）
　製造方法〔ａ〕では、上述したポリビニルアルコール系樹脂を製膜してなるポリビニル
アルコール系樹脂フィルムを出発原料として偏光フィルムを作製することができる。ポリ
ビニルアルコール系樹脂を製膜する方法は、例えば、溶融押出法、溶剤キャスト法など、
公知の方法を採用することができる。延伸前のポリビニルアルコール系樹脂フィルムの厚
さは、例えば１０～１５０μｍ程度である。
【００９５】
　製造方法〔ａ〕は、例えば、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを一軸延伸する工程
；ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色することにより、二色性色素
を吸着させる工程；二色性色素が吸着されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムをホウ
酸水溶液で処理する工程；及び、ホウ酸水溶液による処理後に水洗する工程を備えること
ができる。
【００９６】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの一軸延伸は、二色性色素の染色前、染色と同時
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又は染色の後に行うことができる。一軸延伸を染色の後で行う場合、この一軸延伸は、ホ
ウ酸処理の前又はホウ酸処理中に行ってもよい。また、これらの複数の段階で一軸延伸を
行ってもよい。
【００９７】
　一軸延伸は、周速の異なるロール間で行ってもよいし、熱ロールを使用して行ってもよ
い。また、一軸延伸は、大気中で延伸を行う乾式延伸であってもよいし、溶剤を用いてポ
リビニルアルコール系樹脂フィルムを膨潤させた状態で延伸を行う湿式延伸であってもよ
い。延伸倍率は通常、３～１７倍程度であり、好ましくは４倍以上、また好ましくは８倍
以下である。
【００９８】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色する方法としては、例えば、
ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素が含有された水溶液（染色溶液）に浸
漬する方法が採用される。ポリビニルアルコール系樹脂フィルムは、染色処理の前に水へ
の浸漬処理（膨潤処理）を施しておくことが好ましい。
【００９９】
　二色性色素としてヨウ素を用いる場合は、通常、ヨウ素及びヨウ化カリウムを含有する
水溶液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が採用される。
この染色水溶液におけるヨウ素の含有量は通常、水１００重量部あたり０.０１ ～１重量
部程度である。また、ヨウ化カリウムの含有量は通常、水１００重量部あたり０.５ ～２
０重量部程度である。染色水溶液の温度は通常、２０～４０℃程度である。また、染色水
溶液への浸漬時間（染色時間）は通常、２０～１８００秒程度である。
【０１００】
　一方、二色性色素として二色性有機染料を用いる場合は、通常、水溶性の二色性有機染
料を含む染色水溶液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が
採用される。染色水溶液における二色性有機染料の含有量は通常、水１００重量部あたり
１×１０-4～１０重量部程度であり、１×１０-3～１重量部程度が好ましい。この染色水
溶液は、硫酸ナトリウム等の無機塩を染色助剤として含有していてもよい。染色水溶液の
温度は通常、２０～８０℃程度である。また、染色水溶液への浸漬時間（染色時間）は通
常、１０～１８００秒程度である。
【０１０１】
　二色性色素による染色後のホウ酸処理は、染色されたポリビニルアルコール系樹脂フィ
ルムをホウ酸水溶液に浸漬することにより行うことができる。
【０１０２】
　ホウ酸水溶液におけるホウ酸の量は通常、水１００重量部あたり、２～１５重量部程度
であり、５～１２重量部が好ましい。二色性色素としてヨウ素を用いる場合には、このホ
ウ酸水溶液はヨウ化カリウムを含有することが好ましい。ホウ酸水溶液におけるヨウ化カ
リウムの量は通常、水１００重量部あたり、０．１～１５重量部程度であり、５～１２重
量部程度が好ましい。ホウ酸水溶液には、ｐＨ調整剤として、硫酸、塩酸、酢酸、アスコ
ルビン酸などを添加してもよい。ホウ酸水溶液への浸漬時間は通常、６０～１２００秒程
度であり、１５０～６００秒程度が好ましく、２００～４００秒程度がより好ましい。ホ
ウ酸水溶液の温度は通常、５０℃以上であり、５０～８５℃が好ましく、６０～８０℃が
より好ましい。
【０１０３】
　ホウ酸処理後のポリビニルアルコール系樹脂フィルムは通常、水洗処理される。水洗処
理は、例えば、ホウ酸処理されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムを水に浸漬するこ
とにより行うことができる。水洗処理における水の温度は通常、５～４０℃程度である。
また、浸漬時間は通常、１～１２０秒程度である。
【０１０４】
　水洗後は乾燥処理が施されて、偏光フィルムが得られる。乾燥処理は、熱風乾燥機や遠
赤外線ヒーターを用いて行うことができる。乾燥処理の温度は通常、３０～１００℃程度
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であり、５０～８０℃が好ましい。乾燥処理の時間は通常、６０～６００秒程度であり、
１２０～６００秒が好ましい。
【０１０５】
　乾燥処理によって、偏光フィルムの水分率は実用程度にまで低減される。その水分率は
通常、５～２０重量％であり、８～１５重量％が好ましい。水分率が５重量％を下回ると
、偏光フィルムの可撓性が失われ、偏光フィルムがその乾燥後に損傷したり、破断したり
する場合がある。また、水分率が２０重量％を上回ると、偏光フィルムの熱安定性に劣る
場合がある。
【０１０６】
　製造方法〔ａ〕では、延伸の工程で、延伸倍率を下げることにより、偏光フィルムの単
位膜厚あたりの突刺し強度を向上することができる。
【０１０７】
　上記偏光フィルムの少なくとも片面に、接着剤を用いて第１保護フィルムが貼合され、
接着剤を硬化させて偏光板を製造することができる。必要により、偏光フィルムの他方の
面には、第２保護フィルムを貼合してもよい。
【０１０８】
　偏光フィルムに活性エネルギー線硬化性接着剤や水系接着剤を用いて第１保護フィルム
及び第２保護フィルムを貼合する方法として、貼合される２枚のフィルムの一方又は両方
の貼合面に接着剤を塗工し、その接着剤層を介して２枚のフィルムを重ね合わせる方法を
挙げることができる。接着剤の塗工には、例えば流延法、マイヤーバーコート法、グラビ
アコート法、カンマコーター法、ドクターブレード法、ダイコート法、ディップコート法
、噴霧法などを採用することができる。流延法とは、貼合対象のフィルムを、概ね垂直方
向、概ね水平方向、又は両者の間の斜め方向に移動させながら、その表面に接着剤を流下
して拡布させる方法である。接着剤層を介して重ね合わせてなるフィルム積層体は通常、
ニップロール（貼合ロール）などに通して上下から押圧される。
【０１０９】
　偏光フィルムに保護フィルムを貼合するにあたり、保護フィルム及び／又は偏光フィル
ムの貼合面には、接着性を向上させるために、プラズマ処理、コロナ処理、紫外線照射処
理、フレーム（火炎）処理及びケン化処理等の易接着処理を行うことができ、中でも、プ
ラズマ処理、コロナ処理又はケン化処理を行うことが好ましい。例えば保護フィルムが環
状ポリオレフィン系樹脂からなる場合には通常、保護フィルムの貼合面にプラズマ処理や
コロナ処理が施される。また、保護フィルムがセルロースエステル系樹脂からなる場合に
は通常、保護フィルムの貼合面にケン化処理が施される。ケン化処理としては、水酸化ナ
トリウム及び水酸化カリウム等のアルカリ水溶液に浸漬する方法が挙げられる。
【０１１０】
　水系接着剤を使用した場合は、上述のフィルムを貼合した後、水系接着剤からなる接着
剤層中に含まれる水を除去するためにフィルム積層体を乾燥させる乾燥工程を実施するこ
とが好ましい。乾燥は、例えばフィルム積層体を乾燥炉に導入することによって行うこと
ができる。乾燥温度（乾燥炉の温度）は、好ましくは３０～９０℃である。３０℃未満で
あると、保護フィルムが偏光フィルムから剥離しやすくなる傾向がある。また乾燥温度が
９０℃を超えると、熱によって偏光フィルムの偏光性能が劣化するおそれがある。乾燥時
間は１０～１０００秒程度とすることができ、生産性の観点からは、好ましくは６０～７
５０秒、より好ましくは１５０～６００秒である。
【０１１１】
　乾燥工程後、偏光板は、室温又はそれよりやや高い温度、例えば２０～４５℃程度の温
度で１２～６００時間程度養生する養生工程を設けてもよい。養生温度は、乾燥温度より
も低く設定されるのが一般的である。
【０１１２】
　活性エネルギー線硬化性接着剤を使用した場合は、上述のフィルムを貼合した後、活性
エネルギー線硬化性接着剤からなる接着剤層を硬化させる硬化工程を実施する。当該接着
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剤層の硬化は、フィルム積層体に対して活性エネルギー線を照射することにより行うこと
ができる。活性エネルギー線は通常、第１保護フィルム側から照射される。活性エネルギ
ー線は、好ましくは紫外線である。
【０１１３】
　活性エネルギー線の光源は特に限定されないが、波長４００ｎｍ以下に発光分布を有す
る活性エネルギー線が好ましく、具体的には、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超
高圧水銀灯、ケミカルランプ、ブラックライトランプ、マイクロウェーブ励起水銀灯、メ
タルハライドランプなどが好ましく用いられる。
【０１１４】
　活性エネルギー線硬化性接着剤からなる接着剤層への活性エネルギー線照射強度は、接
着剤の組成によって適宜決定されるが、重合開始剤の活性化に有効な波長領域の照射強度
が０．１～６０００ｍＷ／ｃｍ２となるように設定されることが好ましい。照射強度が、
０．１ｍＷ／ｃｍ２以上である場合、反応時間が長くなりすぎず、６０００ｍＷ／ｃｍ２

以下である場合、光源から輻射される熱及び性接着剤の硬化時の発熱による接着剤層の黄
変や偏光フィルムの劣化を生じるおそれが少ない。
【０１１５】
　活性エネルギー線の照射時間についても、接着剤の組成によって適宜決定されるが、上
記照射強度と照射時間との積として表される積算光量が１０～１００００ｍＪ／ｃｍ２と
なるように設定されることが好ましい。積算光量が１０ｍＪ／ｃｍ２以上であると、重合
開始剤由来の活性種を十分量発生させて硬化反応をより確実に進行させることができ、１
００００ｍＪ／ｃｍ２以下であると、照射時間が長くなりすぎず、良好な生産性を維持で
きる。
【０１１６】
　活性エネルギー線の照射は、偏光フィルムの偏光度、透過率及び色相、並びに保護フィ
ルムの透明性等の偏光板の諸機能が低下しない条件で行うことが好ましい。
【０１１７】
　偏光フィルムに対して第１保護フィルム及び第２保護フィルムを積層させるにあたり、
いずれか一方の保護フィルムを偏光フィルムに積層させた後に他方の保護フィルムを積層
するようにしてもよいし、両保護フィルムを実質的に同時に偏光フィルムに積層するよう
にしてもよい。
【０１１８】
　（製造方法〔ｂ〕）
　製造方法〔ｂ〕では、基材フィルムにポリビニルアルコール系樹脂をコーティングする
ことで偏光フィルムとなるポリビニルアルコール系樹脂層を形成することができ、例えば
、樹脂層形成工程、延伸工程、染色工程、第１貼合工程及び剥離工程経て偏光フィルムを
製造することができる。この製造方法〔ｂ〕の一例として、特許文献１に記載の方法を挙
げることができる。
【０１１９】
　偏光フィルムの他方の面に第２保護フィルムを積層する場合は、剥離工程の後に、偏光
フィルムの他方の面に第２保護フィルムを貼合する第２貼合工程を行えばよい。なお、両
面に保護フィルムを積層する場合は、第１貼合工程で第２保護フィルムを積層し、第２貼
合工程で第１保護フィルムを積層してもよい。
【０１２０】
　（樹脂層形成工程）
　本工程は、基材フィルムの少なくとも片面にポリビニルアルコール系樹脂を含有する塗
工液を塗工した後、乾燥させることによりポリビニルアルコール系樹脂層を形成して積層
フィルムを得る工程である。このポリビニルアルコール系樹脂層は、延伸工程及び染色工
程を経て偏光フィルムとなる層である。ポリビニルアルコール系樹脂層は、ポリビニルア
ルコール系樹脂を含有する塗工液を基材フィルムの片面又は両面に塗工し、塗工層を乾燥
させることにより形成することができる。このような塗工によりポリビニルアルコール系
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樹脂層を形成する方法は、薄膜の偏光フィルムを得やすい点で有利である。
【０１２１】
　基材フィルムは熱可塑性樹脂から構成することができ、中でも透明性、機械的強度、熱
安定性、延伸性などに優れる熱可塑性樹脂から構成することが好ましい。このような熱可
塑性樹脂の具体例としては、例えば、鎖状ポリオレフィン系樹脂及び環状ポリオレフィン
系樹脂等のポリオレフィン系樹脂；ポリエステル系樹脂；（メタ）アクリル系樹脂；セル
ローストリアセテート及びセルロースジアセテート等のセルロースエステル系樹脂；ポリ
カーボネート系樹脂；ポリビニルアルコール系樹脂；ポリ酢酸ビニル系樹脂；ポリアリレ
ート系樹脂；ポリスチレン系樹脂；ポリエーテルスルホン系樹脂；ポリスルホン系樹脂；
ポリアミド系樹脂；ポリイミド系樹脂；及びこれらの混合物、共重合物などが挙げられる
。
【０１２２】
　基材フィルムは、１種又は２種以上の熱可塑性樹脂からなる１つの樹脂層からなる単層
構造であってもよいし、１種又は２種以上の熱可塑性樹脂からなる樹脂層を複数積層した
多層構造であってもよい。
【０１２３】
　鎖状ポリオレフィン系樹脂としては、ポリエチレン樹脂及びポリプロピレン樹脂等の鎖
状オレフィンの単独重合体の他、２種以上の鎖状オレフィンからなる共重合体を挙げるこ
とができる。鎖状ポリオレフィン系樹脂からなる基材フィルムは、安定的に高倍率に延伸
しやすい点で好ましい。中でも基材フィルムは、ポリプロピレン系樹脂（プロピレンの単
独重合体であるポリプロピレン樹脂や、プロピレンを主体とする共重合体）、ポリエチレ
ン系樹脂（エチレンの単独重合体であるポリエチレン樹脂や、エチレンを主体とする共重
合体）からなることがより好ましい。
【０１２４】
　基材フィルムを構成する熱可塑性樹脂として好適に用いられる例の１つであるプロピレ
ンを主体とする共重合体は、プロピレンとこれに共重合可能な他のモノマーとの共重合体
である。プロピレンに共重合可能な他のモノマーとしては、例えば、エチレン、α－オレ
フィンを挙げることができる。α－オレフィンとしては、炭素数４以上のα－オレフィン
が好ましく用いられ、より好ましくは、炭素数４～１０のα－オレフィンである。炭素数
４～１０のα－オレフィンは、例えば、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１－
ヘプテン、１－オクテン及び１－デセン等の直鎖状モノオレフィン；３－メチル－１－ブ
テン、３－メチル－１－ペンテン及び４－メチル－１－ペンテン等の分岐状モノオレフィ
ン；ビニルシクロヘキサンなどが挙げられる。プロピレンとこれに共重合可能な他のモノ
マーとの共重合体は、ランダム共重合体であってもよいし、ブロック共重合体であっても
よい。
【０１２５】
　他のモノマーの含有量は、共重合体中、例えば０．１～２０重量％であり、好ましくは
０．５～１０重量％である。共重合体中の他のモノマーの含有量は、「高分子分析ハンド
ブック」（１９９５年、紀伊国屋書店発行）の第６１６頁に記載されている方法に従い、
赤外線（ＩＲ）スペクトル測定を行うことにより求めることができる。
【０１２６】
　上記の中でも、ポリプロピレン系樹脂としては、プロピレンの単独重合体、プロピレン
－エチレンランダム共重合体、プロピレン－１－ブテンランダム共重合体又はプロピレン
－エチレン－１－ブテンランダム共重合体が好ましく用いられる。
【０１２７】
　ポリプロピレン系樹脂の立体規則性は、実質的にアイソタクチック又はシンジオタクチ
ックであることが好ましい。実質的にアイソタクチック又はシンジオタクチックの立体規
則性を有するポリプロピレン系樹脂からなる基材フィルムは、その取扱性が比較的良好で
あるとともに、高温環境下における機械的強度に優れている。
【０１２８】
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　ポリエステル系樹脂は、エステル結合を有する樹脂であり、多価カルボン酸又はその誘
導体と多価アルコールとの重縮合体からなるものが一般的である。多価カルボン酸又はそ
の誘導体としては２価のジカルボン酸又はその誘導体を用いることができ、例えばテレフ
タル酸、イソフタル酸、ジメチルテレフタレート、ナフタレンジカルボン酸ジメチルなど
が挙げられる。多価アルコールとしては２価のジオールを用いることができ、例えばエチ
レングリコール、プロパンジオール、ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、シクロ
ヘキサンジメタノールなどが挙げられる。
【０１２９】
　ポリエステル系樹脂の代表例として、テレフタル酸とエチレングリコールの重縮合体で
あるポリエチレンテレフタレートが挙げられる。ポリエチレンテレフタレートは結晶性の
樹脂であるが、結晶化処理する前の状態のものの方が、延伸などの処理を施しやすい。必
要であれば、延伸時、又は延伸後の熱処理などによって結晶化処理することができる。ま
た、ポリエチレンテレフタレートの骨格にさらに他種のモノマーを共重合することで、結
晶性を下げた（もしくは、非晶性とした）共重合ポリエステルも好適に用いられる。この
ような樹脂の例として、例えば、シクロヘキサンジメタノールやイソフタル酸を共重合さ
せたものなどが挙げられる。これらの樹脂も、延伸性に優れるので、好適に用いることが
できる。
【０１３０】
　ポリエチレンテレフタレート及びその共重合体以外のポリエステル系樹脂の具体例を挙
げれば、例えば、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレ
ンナフタレート、ポリトリメチレンテレフタレート、ポリトリメチレンナフタレート、ポ
リシクロへキサンジメチルテレフタレート、ポリシクロヘキサンジメチルナフタレート、
及びこれらの混合物、共重合物などが挙げられる。
【０１３１】
　（メタ）アクリル系樹脂は、（メタ）アクリロイル基を有する化合物を主な構成モノマ
ーとする樹脂である。（メタ）アクリル系樹脂としては、例えば、ポリメタクリル酸メチ
ル等のポリ（メタ）アクリル酸エステル；メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸共重
合体；メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体；メタクリル酸メチル
－アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸共重合体；（メタ）アクリル酸メチル－スチ
レン共重合体（ＭＳ樹脂など）；メタクリル酸メチルと脂環族炭化水素基を有する化合物
との共重合体（例えば、メタクリル酸メチル－メタクリル酸シクロヘキシル共重合体、メ
タクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸ノルボルニル共重合体など）などが挙げられる。
（メタ）アクリル系樹脂としては、アルキル基の炭素数が１～６であるポリ（メタ）アク
リル酸アルキルエステルを主成分とする重合体が好ましく、メタクリル酸メチルを主成分
（５０～１００重量％、好ましくは７０～１００重量％）とするメタクリル酸メチル系樹
脂より好ましい。
【０１３２】
　ポリカーボネート系樹脂は、カルボナート基を介してモノマー単位が結合された重合体
からなるエンジニアリングプラスチックであり、高い耐衝撃性、耐熱性、難燃性、透明性
を有する樹脂である。ポリカーボネート系樹脂は、光弾性係数を下げるためにポリマー骨
格を修飾したような変性ポリカーボネートと呼ばれる樹脂や、波長依存性を改良した共重
合ポリカーボネートなどであってもよい。ポリカーボネート系樹脂には、適宜の市販品を
使用できる。市販品の例としては、いずれも商品名で、帝人化成株式会社製の“パンライ
ト（登録商標）”、三菱エンジニアリングプラスチック株式会社製の“ユーピロン（登録
商標）”、住化スタイロンポリカーボネート株式会社製の“ＳＤポリカ（登録商標）”、
ダウ・ケミカル社製の“カリバー（登録商標）”などが挙げられる。
【０１３３】
　以上の中でも、延伸性や耐熱性などの観点から、ポリプロピレン系樹脂が好ましく用い
られる。
【０１３４】
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　基材フィルムとして使用する環状ポリオレフィン系樹脂及びセルロースエステル系樹脂
は、保護フィルムについて記述した事項が引用される。また、基材フィルムに関連して上
で記述した鎖状ポリオレフィン系樹脂、ポリエステル系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂及
びポリカーボネート系樹脂は、保護フィルムの構成材料としても使用できる。
【０１３５】
　基材フィルムには、上記の熱可塑性樹脂の他に、任意の適切な添加剤が添加されていて
もよい。添加剤としては、例えば、紫外線吸収剤、酸化防止剤、滑剤、可塑剤、離型剤、
着色防止剤、難燃剤、核剤、帯電防止剤、顔料、及び着色剤などが挙げられる。
【０１３６】
　基材フィルムの厚さは適宜に決定し得るが、一般には強度や取扱性等の作業性の点から
１～５００μｍが好ましく、３００μｍ以下がより好ましく、さらには２００μｍ以下が
好ましく、５～１５０μｍが最も好ましい。
【０１３７】
　基材フィルムの引張り弾性率は８０℃において１００ＭＰａ～１５００ＭＰａが好まし
く、１４０ＭＰａ～１０００ＭＰａがより好ましく、さらには１５０ＭＰａ～５００ＭＰ
ａがより好ましい。引張り弾性率が小さすぎると延伸加工時に基材フィルムの硬さが足り
ずシワなどの欠陥発生が生じやすくなり、高すぎると延伸における加工性が悪くなる。
【０１３８】
　基材フィルム上に塗工されるポリビニルアルコール系樹脂を含有する塗工液は、好まし
くはポリビニルアルコール系樹脂の粉末を良溶媒（例えば水）に溶解させて得られるポリ
ビニルアルコール系樹脂溶液である。塗工液は、必要に応じ、可塑剤、界面活性剤等の添
加剤を含有していてもよい。可塑剤としては、ポリオール又はその縮合物などを用いるこ
とができ、例えば、グリセリン、ジグリセリン、トリグリセリン、エチレングリコール、
プロピレングリコール、ポリエチレングリコールなどがある。添加剤の配合量は、ポリビ
ニルアルコール系樹脂の２０重量％以下とするのが好適である。
【０１３９】
　塗工液を基材フィルム上に塗工する方法は、ワイヤーバーコーティング法；リバースコ
ーティング及びグラビアコーティング等のロールコーティング法；ダイコート法；カンマ
コート法；リップコート法；スピンコーティング法；スクリーンコーティング法；ファウ
ンテンコーティング法；ディッピング法；スプレー法など公知の方法から適宜選択するこ
とができる。基材フィルムの両面に塗工液を塗工する場合、上述の方法を用いて片面ずつ
順番に行うこともできるし、ディッピング法やスプレーコート法やその他の特殊な装置を
用いて、基材フィルムの両面に同時に塗工することもできる。
【０１４０】
　塗工層（乾燥前のポリビニルアルコール系樹脂層）の乾燥温度及び乾燥時間は、塗工液
に含まれる溶媒の種類に応じて設定される。乾燥温度は、例えば５０～２００℃であり、
好ましくは６０～１５０℃である。溶媒が水を含む場合、乾燥温度は８０℃以上であるこ
とが好ましい。乾燥時間は、例えば２～２０分である。
【０１４１】
　ポリビニルアルコール系樹脂層は、基材フィルムの片面のみに形成してもよいし、両面
に形成してもよい。両面に形成すると偏光性積層フィルムの製造時に発生し得るフィルム
のカールを抑制できるとともに、１枚の偏光性積層フィルムから２枚の偏光板を得ること
ができるので、偏光板の生産効率の面でも有利である。
【０１４２】
　積層フィルムにおけるポリビニルアルコール系樹脂層の厚さは、３～６０μｍであるこ
とが好ましく、３～３０μｍであることがより好ましく、５～２０μｍであることがさら
に好ましい。この範囲内であると、二色性色素の染色性が良好で偏光性能に優れ、且つ、
十分に厚さの小さい偏光フィルムを得ることができる。ポリビニルアルコール系樹脂層の
厚さが６０μｍを超えると、偏光フィルムの厚さが２０μｍを超えることがあり、またポ
リビニルアルコール系樹脂層の厚さが３μm未満であると、延伸後に薄くなりすぎて染色
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性が悪化する傾向にある。
【０１４３】
　塗工液の塗工に先立ち、基材フィルムとポリビニルアルコール系樹脂層との密着性を向
上させるために、少なくともポリビニルアルコール系樹脂層が形成される側の基材フィル
ムの表面に、コロナ処理、プラズマ処理、フレーム（火炎）処理などを施してもよい。
【０１４４】
　また、塗工液の塗工に先立ち、基材フィルムとポリビニルアルコール系樹脂層との密着
性を向上させるために、基材フィルム上にプライマー層や接着剤層を介してポリビニルア
ルコール系樹脂層を形成してもよい。
【０１４５】
　プライマー層は、プライマー層形成用塗工液を基材フィルムの表面に塗工した後、乾燥
させることにより形成することができる。プライマー層形成用塗工液は、基材フィルムと
ポリビニルアルコール系樹脂層との両方にある程度強い密着力を発揮する成分を含むこと
が好ましい。プライマー層形成用塗工液は通常、このような樹脂成分と溶媒とを含有する
。樹脂成分としては、好ましくは透明性、熱安定性、延伸性などに優れる熱可塑樹脂が用
いられ、例えば、（メタ）アクリル系樹脂、ポリビニルアルコール系樹脂などが挙げられ
る。中でも、良好な密着力を与えるポリビニルアルコール系樹脂が好ましく用いられる。
【０１４６】
　ポリビニルアルコール系樹脂としては、例えば、ポリビニルアルコール樹脂及びその誘
導体が挙げられる。ポリビニルアルコール樹脂の誘導体としては、ポリビニルホルマール
、ポリビニルアセタールなどのほか、ポリビニルアルコール樹脂を、エチレン及びプロピ
レン等のオレフィンで変性したもの；アクリル酸、メタクリル酸及びクロトン酸等の不飽
和カルボン酸で変性したもの；不飽和カルボン酸のアルキルエステルで変性したもの；ア
クリルアミドで変性したものなどが挙げられる。上述のポリビニルアルコール系樹脂の中
でも、ポリビニルアルコール樹脂を用いることが好ましい。
【０１４７】
　溶媒としては通常、樹脂成分を溶解できる一般的な有機溶媒や水系溶媒が用いられる。
溶媒の例を挙げれば、例えば、ベンゼン、トルエン及びキシレン等の芳香族炭化水素；ア
セトン、メチルエチルケトン及びメチルイソブチルケトン等のケトン；酢酸エチル及び酢
酸イソブチル等のエステル；塩化メチレン、トリクロロエチレン及びクロロホルム等の塩
素化炭化水素；エタノール、１－プロパノール、２－プロパノール及び１－ブタノール等
のアルコールである。ただし、有機溶媒を含むプライマー層形成用塗工液を用いてプライ
マー層を形成すると、基材フィルムを溶解させてしまうこともあるので、基材フィルムの
溶解性も考慮して溶媒を選択することが好ましい。環境への影響をも考慮すると、水を溶
媒とする塗工液からプライマー層を形成することが好ましい。
【０１４８】
　プライマー層形成用塗工液には、プライマー層の強度を上げるために架橋剤を添加して
もよい。架橋剤は、使用する熱可塑性樹脂の種類に応じて、有機系、無機系など公知のも
のの中から適切なものを適宜選択する。架橋剤の例としては、エポキシ系、イソシアネー
ト系、ジアルデヒド系、金属系の架橋剤などが挙げられる。
【０１４９】
　エポキシ系架橋剤としては、一液硬化型、二液硬化型のいずれも用いることができ、エ
チレングリコールジグリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル
、グリセリンジ－又はトリ－グリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジ
ルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、ジグリシジルアニリン、
ジグリシジルアミンなどが挙げられる。
【０１５０】
　イソシアネート系架橋剤としては、トリレンジイソシアネート、水素化トリレンジイソ
シアネート、トリメチロールプロパン－トリレンジイソシアネートアダクト、トリフェニ
ルメタントリイソシアネート、メチレンビス（４－フェニルメタン）トリイソシアネート
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、イソホロンジイソシアネート、及びこれらのケトオキシムブロック物又はフェノールブ
ロック物などが挙げられる。
【０１５１】
　ジアルデヒド系架橋剤としては、グリオキザール、マロンジアルデヒド、スクシンジア
ルデヒド、グルタルジアルデヒド、マレインジアルデヒド、フタルジアルデヒドなどが挙
げられる。
【０１５２】
　金属系架橋剤としては、例えば、金属塩、金属酸化物、金属水酸化物、有機金属化合物
が挙げられる。金属塩、金属酸化物、金属水酸化物としては、例えば、マグネシウム、カ
ルシウム、アルミニウム、鉄、ニッケル、ジルコニウム、チタン、珪素、ホウ素、亜鉛、
銅、バナジウム、クロム及びスズ等の二価以上の原子価を有する金属の塩、酸化物及び水
酸化物が挙げられる。
【０１５３】
　有機金属化合物とは、金属原子に直接有機基が結合しているか、又は、酸素原子や窒素
原子等を介して有機基が結合している構造を分子内に少なくとも１個有する化合物である
。有機基とは、少なくとも炭素元素を含む一価又は多価の基を意味し、例えば、アルキル
基、アルコキシ基、アシル基等であることができる。また結合とは、共有結合だけを意味
するものではなく、キレート状化合物のような配位による配位結合であってもよい。
【０１５４】
　有機金属化合物の好適な例は、有機チタン化合物、有機ジルコニウム化合物、有機アル
ミニウム化合物、有機珪素化合物を含む。有機金属化合物は、１種のみを単独で用いても
よく、２種以上を併用してもよい。
【０１５５】
　有機チタン化合物としては、例えば、テトラノルマルブチルチタネート、テトライソプ
ロピルチタネート、ブチルチタネートダイマー、テトラ（２－エチルヘキシル）チタネー
ト及びテトラメチルチタネート等のチタンオルソエステル；チタンアセチルアセトナート
、チタンテトラアセチルアセトナート、ポリチタンアセチルアセトナート、チタンオクチ
レングリコレート、チタンラクテート、チタントリエタノールアミネート及びチタンエチ
ルアセトアセテート等のチタンキレート；ポリヒドロキシチタンステアレート等のチタン
アシレートなどが挙げられる。
【０１５６】
　有機ジルコニウム化合物としては、例えば、ジルコニウムノルマルプロピオネート、ジ
ルコニウムノルマルブチレート、ジルコニウムテトラアセチルアセトナート、ジルコニウ
ムモノアセチルアセトナート、ジルコニウムビスアセチルアセトナート、ジルコニウムア
セチルアセトナートビスエチルアセトアセテートなどが挙げられる。
【０１５７】
　有機アルミニウム化合物としては、例えば、アルミニウムアセチルアセトナート、アル
ミニウム有機酸キレートなどが挙げられる。有機珪素化合物としては、例えば、先に有機
チタン化合物及び有機ジルコニウム化合物において例示した配位子が珪素に結合した化合
物が挙げられる。
【０１５８】
　以上の架橋剤（低分子系架橋剤）の他にも、メチロール化メラミン樹脂、ポリアミドエ
ポキシ樹脂等の高分子系架橋剤を用いることもできる。ポリアミドエポキシ樹脂の市販品
の例を挙げれば、それぞれ商品名で、田岡化学工業株式会社から販売されている“スミレ
ーズレジン（登録商標）　６５０（３０）”や“スミレーズレジン（登録商標）　６７５
”などがある。
【０１５９】
　プライマー層をポリビニルアルコール系樹脂から形成する場合は、ポリアミドエポキシ
樹脂、メチロール化メラミン樹脂、ジアルデヒド系架橋剤、金属キレート化合物系架橋剤
などが、架橋剤として好適に用いられる。
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【０１６０】
　プライマー層形成用塗工液中の樹脂成分と架橋剤の割合は、樹脂成分１００重量部に対
して、架橋剤０．１～１００重量部程度の範囲から、樹脂成分の種類や架橋剤の種類等に
応じて適宜決定すればよく、とりわけ０．１～５０重量部程度の範囲から選択するのが好
ましい。また、プライマー層形成用塗工液は、その固形分濃度が１～２５重量％程度とな
るようにするのが好ましい。
【０１６１】
　プライマー層の厚さは、０．０５～１μｍ程度であることが好ましく、０．１～０．４
μｍであることがより好ましい。０．０５μｍより薄くなると、基材フィルムとポリビニ
ルアルコール系樹脂層との密着力向上の効果が小さく、１μｍより厚くなると、偏光板の
薄膜化に不利である。
【０１６２】
　プライマー層形成用塗工液を基材フィルムに塗工する方法は、ポリビニルアルコール系
樹脂層形成用の塗工液と同様であることができる。プライマー層は、ポリビニルアルコー
ル系樹脂層形成用の塗工液が塗工される面（基材フィルムの片面又は両面）に塗工される
。プライマー層形成用塗工液からなる塗工層の乾燥温度及び乾燥時間は塗工液に含まれる
溶媒の種類に応じて設定される。乾燥温度は、例えば５０～２００℃であり、好ましくは
６０～１５０℃である。溶媒が水を含む場合、乾燥温度は８０℃以上であることが好まし
い。乾燥時間は、例えば３０秒～２０分である。
【０１６３】
　プライマー層を設ける場合、基材フィルムへの塗工の順番は特に制約されるものではな
く、例えば基材フィルムの両面にポリビニルアルコール系樹脂層を形成する場合には、基
材フィルムの両面にプライマー層を形成した後、両面にポリビニルアルコール系樹脂層を
形成してもよいし、基材フィルムの片面にプライマー層、ポリビニルアルコール系樹脂層
を順に形成した後、基材フィルムの他方の面にプライマー層、ポリビニルアルコール系樹
脂層を順に形成してもよい。
【０１６４】
　（延伸工程）
　本工程は、基材フィルム及びポリビニルアルコール系樹脂層からなる積層フィルムに延
伸処理を施し、延伸された基材フィルム及びポリビニルアルコール系樹脂層からなる延伸
フィルムを得る工程である。積層フィルムの延伸倍率は、所望する偏光特性に応じて適宜
選択することができるが、好ましくは、積層フィルムの元長に対して５倍超１７倍以下で
あり、より好ましくは５倍超８倍以下である。延伸倍率が５倍以下であると、ポリビニル
アルコール系樹脂層が十分に配向しないため、偏光フィルムの偏光度が十分に高くならな
いことがある。一方、延伸倍率が１７倍を超えると、高い突刺し強度Ｐを得にくくなる。
更に延伸時にフィルムの破断が生じ易くなるとともに、延伸フィルムの厚さが必要以上に
薄くなり、後工程での加工性及び取扱性が低下するおそれがある。延伸処理は通常、一軸
延伸である。
【０１６５】
　延伸処理は、一段での延伸に限定されることはなく多段で行うこともできる。この場合
は、多段階の延伸処理の全てを染色工程の前に連続的に行ってもよい。このように多段で
延伸処理を行う場合は、延伸処理の全段を合わせて５倍超の延伸倍率となるように延伸処
理を行うことが好ましい。
【０１６６】
　延伸処理は、フィルム長手方向（フィルム搬送方向）に延伸する縦延伸であることがで
きるほか、フィルム幅方向に延伸する横延伸又は斜め延伸等であってもよい。縦延伸方式
としては、ロールを用いて延伸するロール間延伸、圧縮延伸、チャック（クリップ）を用
いた延伸等が挙げられ、横延伸方式としては、テンター法等が挙げられる。延伸処理は、
乾式延伸方法を採用でき、乾式延伸方法を用いる方が、延伸温度を広い範囲から選択する
ことができる点で好ましい。
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【０１６７】
　延伸温度は、ポリビニルアルコール系樹脂層及び基材フィルム全体が延伸可能な程度に
流動性を示す温度以上に設定され、好ましくは基材フィルムの相転移温度（融点又はガラ
ス転移温度）の－３０℃から＋３０℃の範囲であり、より好ましくは－３０℃から＋５℃
の範囲であり、さらに好ましくは－２５℃から＋０℃の範囲である。基材フィルムが複数
の樹脂層からなる場合、相転移温度は、複数の樹脂層が示す相転移温度のうち、最も高い
相転移温度を意味する。
【０１６８】
　延伸温度を相転移温度の－３０℃より低くすると、５倍超の高倍率延伸が達成されにく
いか、又は基材フィルムの流動性が低すぎて延伸処理が困難になる傾向にある。延伸温度
が相転移温度の＋３０℃を超えると、基材フィルムの流動性が大きすぎて延伸が困難にな
る傾向にある。５倍超の高倍率延伸を行いやすいことから、延伸温度は、上記範囲内であ
って、さらに好ましくは１２０℃以上である。延伸温度が１２０℃以上の場合、５倍超の
高倍率延伸であっても延伸処理に困難性を伴わないからである。
【０１６９】
　延伸処理は、積層フィルムを加熱しながら行ってもよい。加熱方法としては、ゾーン加
熱法（例えば、熱風を吹き込み所定の温度に調整した加熱炉等の延伸ゾーン内で加熱する
方法）；ロールで延伸する場合、ロール自体を加熱する方法；ヒーター加熱法（赤外線ヒ
ーター、ハロゲンヒーター、パネルヒーターなどを積層フィルムの上下に設置し、輻射熱
で加熱する方法）などがある。ロール間延伸方式においては、延伸温度の均一性の観点か
らゾーン加熱法が好ましい。この場合、２つのニップロール対は調温した延伸ゾーン内に
設置してもよく、延伸ゾーン外に設置してもよいが、積層フィルムとニップロールとの粘
着を防止するために延伸ゾーン外に設置する方が好ましい。
【０１７０】
　なお、延伸温度とは、ゾーン加熱法の場合、ゾーン内（例えば加熱炉内）の雰囲気温度
を意味し、ヒーター加熱法においても炉内で加熱を行う場合は炉内の雰囲気温度を意味す
る。また、ロール自体を加熱する方法の場合は、ロールの表面温度を意味する。
【０１７１】
　延伸工程に先立ち、積層フィルムを予熱する予熱処理工程を設けてもよい。予熱方法と
しては、延伸処理における加熱方法と同様の方法を用いることができる。延伸処理方式が
ロール間延伸である場合、予熱は、上流側のニップロールを通過する前、通過中又は通過
した後のいずれのタイミングで行ってもよい。延伸処理方式が熱ロール延伸である場合に
は、予熱は、熱ロールを通過する前のタイミングで行うことが好ましい。延伸処理方式が
チャックを用いた延伸である場合には、予熱は、チャック間距離を広げる前のタイミング
で行うことが好ましい。予熱温度は、延伸温度の－５０℃から±０℃の範囲であることが
好ましく、延伸温度の－４０℃から－１０℃の範囲であることがより好ましい。
【０１７２】
　また、延伸工程における延伸処理の後に熱固定処理工程を設けてもよい。熱固定処理は
、延伸フィルムの端部をクリップにより把持した状態で緊張状態に維持しながら、結晶化
温度以上で熱処理を行う処理である。この熱固定処理によって、ポリビニルアルコール系
樹脂層の結晶化が促進される。熱固定処理の温度は、延伸温度の－０℃～－８０℃の範囲
であることが好ましく、延伸温度の－０℃～－５０℃の範囲であることがより好ましい。
【０１７３】
　（染色工程）
　本工程は、延伸フィルムのポリビニルアルコール系樹脂層を二色性色素で染色し、これ
を吸着配向させて偏光フィルムを形成することにより偏光性積層フィルムを得る工程であ
る。本工程を経て基材フィルムの片面又は両面に偏光フィルムが積層された偏光性積層フ
ィルムが得られる。染色工程は、二色性色素を含有する溶液（染色溶液）に延伸フィルム
全体を浸漬することにより行うことができる。染色溶液としては、上記二色性色素を溶媒
に溶解した溶液を使用できる。染色溶液の溶媒としては、一般的には水が使用されるが、
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水と相溶性のある有機溶媒がさらに添加されてもよい。染色溶液における二色性色素の濃
度は、０．０１～１０重量％であることが好ましく、０．０２～７重量％であることがよ
り好ましく、０．０２５～５重量％であることがさらに好ましい。
【０１７４】
　二色性色素としてヨウ素を使用する場合、染色効率をより一層向上できることから、ヨ
ウ素を含有する染色溶液にヨウ化物をさらに添加することが好ましい。ヨウ化物としては
、例えばヨウ化カリウム、ヨウ化リチウム、ヨウ化ナトリウム、ヨウ化亜鉛、ヨウ化アル
ミニウム、ヨウ化鉛、ヨウ化銅、ヨウ化バリウム、ヨウ化カルシウム、ヨウ化錫、ヨウ化
チタン等が挙げられる。染色溶液におけるヨウ化物の濃度は、０．０１～２０重量％であ
ることが好ましい。ヨウ化物の中でも、ヨウ化カリウムを添加することが好ましい。ヨウ
化カリウムを添加する場合、ヨウ素とヨウ化カリウムとの割合は重量比で、１：５～１：
１００の範囲にあることが好ましく、１：６～１：８０の範囲にあることがより好ましく
、１：７～１：７０の範囲にあることがさらに好ましい。
【０１７５】
　染色溶液への延伸フィルムの浸漬時間は、通常１５秒～１５分間の範囲であり、３０秒
～３分間であることが好ましい。また、染色溶液の温度は、１０～６０℃の範囲にあるこ
とが好ましく、２０～４０℃の範囲にあることがより好ましい。
【０１７７】
　染色工程は、染色処理に引き続いて実施される架橋処理工程を含むことができる。架橋
処理は、架橋剤を含む溶液（架橋溶液）中に染色されたフィルムを浸漬することにより行
うことができる。架橋剤としては、従来公知の物質を使用することができ、例えば、ホウ
酸及びホウ砂等のホウ素化合物、グリオキザール、グルタルアルデヒド等が挙げられる。
架橋剤は１種のみを単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１７８】
　架橋溶液は、具体的には架橋剤を溶媒に溶解した溶液であることができる。溶媒として
は、例えば水が使用できるが、水と相溶性のある有機溶媒をさらに含んでもよい。架橋溶
液における架橋剤の濃度は、１～２０重量％の範囲であることが好ましく、６～１５重量
％の範囲であることがより好ましい。
【０１７９】
　架橋溶液はヨウ化物を含むことができる。ヨウ化物の添加により、偏光フィルムの面内
における偏光性能をより均一化させることができる。ヨウ化物としては、例えばヨウ化カ
リウム、ヨウ化リチウム、ヨウ化ナトリウム、ヨウ化亜鉛、ヨウ化アルミニウム、ヨウ化
鉛、ヨウ化銅、ヨウ化バリウム、ヨウ化カルシウム、ヨウ化錫、ヨウ化チタンなどが挙げ
られる。架橋溶液におけるヨウ化物の濃度は、０．０５～１５重量％であることが好まし
く、０．５～８重量％であることがより好ましい。
【０１８０】
　また、架橋溶液は、ｐＨ調整剤などのその他の成分を含んでいてもよい。ｐＨ調整剤と
して、例えば、硫酸、塩酸、酢酸、アスコルビン酸などを添加してもよい。
【０１８１】
　架橋溶液への染色されたフィルムの浸漬時間は、通常１５秒～２０分間であり、３０秒
～１５分間であることが好ましい。また、架橋溶液の温度は、１０～９０℃の範囲にある
ことが好ましい。
【０１８２】
　なお架橋処理は、架橋剤を染色溶液中に配合することにより、染色処理と同時に行うこ
ともできる。また、架橋処理中に延伸処理を行ってもよい。架橋処理中に延伸処理を実施
する具体的態様は上述のとおりである。
【０１８３】
　染色工程の後、後述する第１貼合工程の前に洗浄工程及び乾燥工程を行うことが好まし
い。洗浄工程は通常、水洗浄工程を含む。水洗浄処理は、イオン交換水及び蒸留水等の純
水に、染色処理後の又は架橋処理後のフィルムを浸漬することにより行うことができる。
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水洗浄温度は、通常３～５０℃、好ましくは４～２０℃の範囲である。浸漬時間は、通常
２～３００秒間、好ましくは３～２４０秒間である。
【０１８４】
　洗浄工程は、水洗浄工程とヨウ化物溶液による洗浄工程との組み合わせであってもよい
。また、水洗浄工程及び／又はヨウ化物溶液による洗浄処理で使用する洗浄液には、水の
ほか、メタノール、エタノール、イソプロピルアルコール、ブタノール及びプロパノール
等の液体アルコールを適宜含有させることができる。
【０１８５】
　洗浄工程の後に行われる乾燥工程としては、自然乾燥、送風乾燥、加熱乾燥等の任意の
適切な方法を採用し得る。例えば加熱乾燥の場合、乾燥温度は、通常２０～９５℃であり
、乾燥時間は、通常１～１５分間程度である。
【０１８６】
　（第１貼合工程）
　本工程は、偏光性積層フィルムの偏光フィルム上、すなわち、偏光フィルムの基材フィ
ルム側とは反対側の面に第１保護フィルムを貼合し、貼合フィルムを得る工程である。偏
光性積層フィルムが基材フィルムの両面に偏光フィルムを有する場合は通常、両面の偏光
フィルム上にそれぞれ保護フィルムが貼合される。この場合、これらの保護フィルムは同
種の保護フィルムであってもよいし、異種の保護フィルムであってもよい。
【０１８７】
　（剥離工程）
　本工程は、第１保護フィルムを貼合して得られた貼合フィルムから基材フィルムを剥離
除去して片面保護フィルム付き偏光板を得る工程である。この工程を経て、偏光フィルム
の片面に第１保護フィルムが積層された片面保護フィルム付き偏光板が得られる。偏光性
積層フィルムが基材フィルムの両面に偏光フィルムを有し、これら両方の偏光フィルムに
保護フィルムを貼合した場合には、この剥離工程により、１枚の偏光性積層フィルムから
２枚の片面保護フィルム付き偏光板が得られる。
【０１８８】
　基材フィルムを剥離除去する方法は、通常の粘着剤付き偏光板で行われるセパレータ（
剥離フィルム）の剥離工程と同様の方法で剥離できる。基材フィルムは、第１貼合工程の
後、そのまますぐ剥離してもよいし、第１貼合工程の後、一度ロール状に巻き取り、その
後の工程で巻き出しながら剥離してもよい。
【０１８９】
　（第２貼合工程）
　本工程は、片面保護フィルム付き偏光板の偏光フィルム上、すなわち第１貼合工程にて
貼合した保護フィルムとは反対側の面に、もう一方の保護フィルムを、接着剤を介して貼
合して偏光板を得る工程である。第２貼合工程を行う場合、第１貼合工程では、第２保護
フィルムを貼合してもよく、この場合は本工程で第１保護フィルムを貼合する。
【０１９０】
　製造方法〔ｂ〕では、一般的に延伸の工程で、延伸倍率を下げることにより、偏光フィ
ルムの単位膜厚あたりの突刺し強度を向上することができる。
【０１９１】
［表示装置］
　本発明により製造される偏光板は、必要に応じて裁断し、さまざまな表示装置に用いる
ことができる。表示装置とは、表示素子を有する装置であり、発光源として発光素子又は
発光装置を含む。表示装置としては、例えば、液晶表示装置、有機エレクトロルミネッセ
ンス（ＥＬ）表示装置、無機エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）表示装置、電子放出表示
装置（例えば電場放出表示装置（ＦＥＤ）、表面電界放出表示装置（ＳＥＤ））、電子ペ
ーパー（電子インクや電気泳動素子を用いた表示装置、プラズマ表示装置、投射型表示装
置（例えばグレーティングライトバルブ（ＧＬＶ）表示装置、デジタルマイクロミラーデ
バイス（ＤＭＤ）を有する表示装置）及び圧電セラミックディスプレイなどが挙げられる



(30) JP 6075424 B2 2017.2.8

10

20

30

40

50

。液晶表示装置は、透過型液晶表示装置、半透過型液晶表示装置、反射型液晶表示装置、
直視型液晶表示装置及び投写型液晶表示装置などのいずれをも含む。これらの表示装置は
、２次元画像を表示する表示装置であってもよいし、３次元画像を表示する立体表示装置
であってもよい。
【０１９２】
　表示装置において、偏光板は通常、接着剤層又は粘着剤層を介して液晶セルに積層され
る。本発明では、粘着剤層を介して積層されることが好ましく、粘着剤層の２３℃におけ
る貯蔵弾性率が１００～１０００ＫＰａであることが好ましい。粘着剤層の貯蔵弾性率が
１００ＫＰａ未満であると、高温試験時における偏光板の収縮を抑制できずに、剥がれ等
の外観不良が生じやすくなる傾向がある。また、粘着剤層の貯蔵弾性率が１０００ＫＰａ
より大きいと、冷熱衝撃試験時にガラスと偏光板間に生じる歪を粘着剤が緩和できず、Ｐ
ＶＡ割れが発生しやすくなる傾向がある
【実施例】
【０１９３】
　以下、実施例を示して本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの例によっ
て限定されるものではない。例中、コロナ処理、粘着剤層の貯蔵弾性率の測定、保護フィ
ルムの強度測定、及び偏光フィルムの吸収軸方向における収縮力の測定は、次の方法によ
り行った。
【０１９４】
　〈コロナ処理〉
　コロナ処理は、春日電機（株）製のコロナ放電装置により行った。具体的には、コロナ
表面処理フレーム“ＳＴＲ－１７６４”、高周波電源“ＣＴ－０２１２”、高圧トランス
“ＣＴ－Ｔ０２Ｗ”を使用した。
【０１９５】
　〈粘着剤層の貯蔵弾性率の測定〉
　接着剤層の貯蔵弾性率として、２３℃における接着剤層の貯蔵弾性率（Ｇ′）を次の方
法で測定した。まず、偏光フィルムの両面に厚さ４０μｍの保護フィルム（ＴＡＣ）を積
層した偏光板〔住友化学株式会社製の商品名“スミカラン（登録商標）ＳＲＷ０６２”）
の片面に、粘着剤層を設けて粘着剤付き偏光板を作製し、次いでこれから４ｃｍ×４ｃｍ
の断片を裁断した。粘着剤層から剥離フィルムを剥がし、露出した粘着剤層について、Ｊ
ＩＳ　Ｋ７２４４－１０:１９９９「プラスチック―動的機械特性の試験方法―第１０部
：平行平板振動レオメータによる複素せん断粘度」に準拠して、Ａｎｔｏｎ－Ｐａａｒ社
製の測定器“Ｐｈｙｓｉｃａ　ＭＣＲ３０１”で貯蔵弾性率を測定した。測定には、直径
２５ｍｍのパラレルプレートを用い、周波数１Ｈｚの捻りせん断法で、２３℃の貯蔵弾性
率を求めた。
【０１９６】
　〈保護フィルムの強度測定〉
　保護フィルムの強度Ｈは、次の方法で測定した。まず、恒温槽を備える株式会社島津製
作所製の万能試験機“オートグラフＡＧ－Ｉ”を用いて、測定する保護フィルムを幅１０
ｍｍ×長さ２００ｍｍの断片に切り出し、測定機の標線間距離を１００ｍｍにしてこれに
セットした。次に、ＪＩＳ　Ｋ７１２７：１９９９「プラスチックフィルム及びシートの
引張試験方法」に準じ、セットした断片を試験速度５０ｍｍ／分で引っ張った際の弾性率
を求めた。得られた弾性率から、以下の式により保護フィルムの強度Ｈを求めた。
　　保護フィルムの強度Ｈ（Ｎ／ｍｍ）＝弾性率（Ｎ／ｍｍ２）×厚さ（μｍ）×１０-3

【０１９７】
　〈偏光フィルムの吸収軸方向における収縮力測定〉
　染色工程まで経た３層の積層フィルム（基材フィルム／プライマー層／ポリビニルアル
コール系樹脂層）に対し、積層フィルムの吸収軸方向が長軸となるように幅２ｍｍ×長さ
５０ｍｍの断片に株式会社荻野精機製作所製のスーパーカッターでカットした。得られた
短冊状の積層フィルムから基材フィルムを剥離し、収縮力測定サンプルとした。収縮力測
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定サンプルを熱機械分析装置〔株式会社日立ハイテクサイエンス製の“TMA／6100”〕に
チャック間距離を１０ｍｍとしてセットし、試験片を２０℃の室内に十分な時間放置した
後、サンプルの室内の温度を２０℃から８０℃まで１分間で昇温させ、昇温後サンプル室
内の温度を８０℃で維持するように設定した。昇温後４時間放置した後、８０℃の環境下
で測定サンプルの長辺方向の収縮力を測定した。この測定において、静荷重は０ｍＮとし
、治具にはＳＵＳ製のプローブを使用した。
【０１９８】
　以下の例中、偏光フィルムに積層する保護フィルムとして次のものを使用した。
【０１９９】
　保護フィルム１：日本ゼオン株式会社製の商品名“ゼオノアフィルム（登録商標）ＺＦ
１４－０２３”、厚さ２３μｍの環状ポリオレフィン系樹脂フィルム、搬送方向の引張り
弾性率は２１００ＭＰａ、搬送方向と垂直な方向の引張り弾性率は２１００ＭＰａ。
　保護フィルム２：日本ゼオン株式会社製の商品名“ゼオノアフィルム（登録商標）ＺＴ
１２－０９００７９”、厚さ２０μｍの横一軸延伸された環状ポリオレフィン系樹脂フィ
ルム、搬送方向の引張り弾性率は、２２００ＭＰａ、搬送方向と垂直な方向引張り弾性率
は２６００ＭＰａ。
　保護フィルム３：ＪＳＲ株式会社製の商品名“アートン（登録商標）フィルム”、厚さ
１５μｍの未延伸の環状ポリオレフィン系樹脂フィルム、搬送方向の引張り弾性率は２１
００ＭＰａ、搬送方向と垂直な方向の引張り弾性率は２１００ＭＰａ。
　保護フィルム４：コニカミノルタ株式会社製の商品名“ＫＣ２ＵＡ”、厚さ２５μｍの
未延伸のＴＡＣフィルム、搬送方向の引張り弾性率は５０００ＭＰａ、搬送方向と垂直な
方向の引張り弾性率は５８００ＭＰａ。
　保護フィルム５：厚さ４０μｍの２軸延伸したアクリル系樹脂フィルム、搬送方向の引
張り弾性率は３３００ＭＰａ、搬送方向と垂直な方向の引張り弾性率は３３００ＭＰａ。
【０２００】
　〈保護フィルムの冷熱衝撃試験におけるひずみ測定〉
　上記にて用いた４種の保護フィルムについて、コロナ処理を実施し、コロナ処理された
面に粘着剤（貯蔵弾性率：３９０ＫＰａ、厚さ：２０μｍ）を貼合し、粘着剤付き保護フ
ィルムを作製した。粘着剤付き保護フィルムの辺と保護フィルムの搬送方向及び搬送方向
と垂直な方向が一致するように１辺１００ｍｍの正方形にスーパーカッターを用いて切り
出し、評価サンプルとした。
【０２０１】
　搬送方向と垂直な方向のひずみは次の方法により測定した。まず、評価サンプルを粘着
剤層側で無アルカリガラス板〔コーニング社製の商品名“Ｅａｇｌｅ－ＸＧ（登録商標）
”〕に貼合した後、オートクレーブ中、温度５０℃、圧力５ＭＰａの条件下で２０分間加
圧処理し、次いで温度２３℃、相対湿度６０％の雰囲気下で１日放置した。図２のように
保護フィルムのＭＤ（搬送方向）と平行な辺の中央部から１０ｍｍ内側にひずみゲージを
設置した。測定には株式会社共和電業製のひずみ計測システム“Ｄａｔａ　Ｌｏｇｇｅｒ
　ＵＣＡＭ－６５Ａ”にひずみゲージ“ＫＦＧ－５－１２０－Ｃ１－１１　Ｌ３Ｍ３Ｒ”
を接続したものを使用した。またひずみゲージと保護フィルムとの接着には株式会社共和
電業社製のシアノアクリレート系接着剤“ＣＣ－３３Ａ”を使用した。株式会社エスペッ
ク製の冷熱衝撃試験器（商品名“ＴＳＡ－３０１Ｌ－Ｗ”）にて、低温側－４０℃（保持
時間３０分）、高温側８５℃（保持時間３０分）で、１０サイクル保存する耐久性試験を
行なった。試験中、常温にさらすことはしなかった。
【０２０２】
　図３は、保護フィルム４“ＫＣ２ＵＡ”の測定結果のグラフを示したものである。冷熱
衝撃試験は、－４０℃から測定を開始する条件で行っていることから、－４０℃ではひず
み量は小さい値を示し、８５℃ではひずみ量は大きい値を示していることがわかる。測定
結果から保護フィルム４では、１０サイクルで－４０℃と８５℃との間のひずみ変化量が
一定となっていることがわかる。このときの－４０℃及び８５℃間のひずみの変化量をひ
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ずみ変化量Ａ、また８５℃における初期（試験前）からのひずみの変化量をひずみ変化量
Ｂとし、それぞれの数値を表１にまとめた。なお、図３のグラフにおいて、縦軸は、以下
の式で示されるひずみ量（με）を表している。
　　ひずみ量（με）＝ΔＬ（変形時の長さ変化量）／Ｌ（初期長さ）×１０６

【０２０３】
［実施例１］
（１）樹脂層形成工程
　基材フィルムとして、厚さ９０μｍの未延伸のポリプロピレン（ＰＰ）フィルム（融点
１６３℃）を使用し、その表面にコロナ処理を行い、コロナ処理面にプライマー層を形成
した。プライマー層は、ポリビニルアルコール粉末〔日本合成化学工業株式会社製、平均
重合度１１００、ケン化度９９.５モル％、商品名“Ｚ－２００”〕を９５℃の熱水に溶
解させ、濃度３重量％の水溶液を調製し、これにポリビニルアルコール粉末６重量部に対
して５重量部の架橋剤〔田岡化学工業株式会社製、商品名“スミレーズレジン（登録商標
）６５０〕を配合した混合水溶液から形成した。プライマー層の形成は、この混合水溶液
を基材フィルムのコロナ処理面に小径グラビアコーターで塗工し、これを８０℃で１０分
間乾燥させた。プライマー層の厚さは０.２μｍであった。
【０２０４】
　次いで、ポリビニルアルコール粉末〔株式会社クラレ製の商品名“ＰＶＡ１２４”、平
均重合度２４００、ケン化度９８.０～９９.０モル％〕を９５度の熱水中に溶解させ濃度
８重量％のポリビニルアルコール水溶液を調製した。得られた水溶液を上記プライマー層
の上にリップコーターを用いて塗工し８０℃で２０分間乾燥させ、基材フィルム、プライ
マー層、樹脂層からなる三層の積層フィルムを作製した。
【０２０５】
（２）延伸工程
　上記積層フィルムをフローティングの縦一軸延伸装置を用いて１６０℃で５.３倍の自
由端一軸延伸を実施し延伸フィルムを得た。
【０２０６】
（３）染色工程
　その後、延伸フィルムを３０℃のヨウ素とヨウ化カリウムの混合水溶液である染色溶液
に１８０秒ほど浸漬して染色した後、１０℃の純水で余分なヨウ素液を洗い流した。次い
で７８℃のホウ酸水溶液である架橋溶液１に１２０秒浸漬させ、次いで、ホウ酸およびヨ
ウ化カリウムの含む７０℃の架橋溶液２に６０秒浸漬させた。その後１０℃の純水で１０
秒間洗浄し、最後に４０℃で１５０秒間乾燥させた後、５５℃で１５０秒間乾燥させた。
以上の工程により樹脂層から偏光フィルム層を形成し、偏光性積層フィルムを得た。各溶
液の配合比率は以下である。
【０２０７】
　＜染色溶液＞
　　水：１００重量部
　　ヨウ素：０.６重量部
　　ヨウ化カリウム：１０重量部
　＜架橋溶液１＞
　　水：１００重量部
　　ホウ酸：９.５重量部
　＜架橋溶液２＞
　　水：１００重量部
　　ホウ酸：５.０重量部
　　ヨウ化カリウム：６重量部
【０２０８】
　（４）紫外線硬化性接着剤の調製
　以下の各成分を混合し、脱泡して、紫外線硬化性樹脂接着剤を液体状態で調製した。な
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お、光カチオン重合開始剤は、５０％プロピレンカーボネート溶液の形で入手したものを
使用した。上に示した配合量（２.２５部）は、固形分量である。
【０２０９】
　３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシ
レート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７５部
　１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル　　　　　　　　　　　２０部
　２－エチルヘキシルグリシジルエーテル　　　　　　　　　　　　　　　５部
　トリアリールスルホニウム　ヘキサフルオロホスフェート系の光カチオン重合開始剤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２.２５部
【０２１０】
　（５）第１貼合工程
　第１保護フィルムとして保護フィルム１（貼合面にコロナ処理を施したもの）を使用し
、そのコロナ処理面に（４）で調製した紫外線硬化性接着剤をマイクログラビアコーター
で塗工し、（３）で作製した偏光性積層フィルムの偏光フィルム層における基材フィルム
とは反対側の面に貼合した。その後、フュージョンＵＶシステムズ社製の紫外線ランプ“
Ｄバルブ”が取り付けられたベルトコンベア付き紫外線照射装置を用い、積算光量が２５
０ｍＪ／ｃｍ２となるように紫外線を保護フィルム側より照射して紫外線硬化性接着剤を
硬化させた。以上により基材フィルム／プライマー層／偏光フィルム層／紫外線硬化性接
着剤層／第１保護フィルムからなる５層のフィルムを得た。偏光フィルム層の厚さは５．
６μｍであった。硬化後の接着剤層の厚さは１．０μｍであった。
【０２１１】
　（６）剥離工程及び第２貼合工程
　上記（５）で作製した５層構造のフィルムから基材フィルムを剥離除去して、片面保護
フィルム付き偏光板を得た。基材フィルムは容易に剥離することができた。次に、第２保
護フィルムとして（５）で使用したものと同じ保護フィルム１を使用し、そのコロナ処理
面に同じ紫外線硬化性接着剤をマイクログラビアコーターを用いて塗工し、これを上記片
面保護フィルム付き偏光板におけるプライマー層面に貼合した。次に、第２保護フィルム
側から、（５）同条件で紫外線を照射して接着剤層を硬化させて、偏光板を得た。硬化後
の接着剤層の厚さは１.０μｍであった。
【０２１２】
［実施例２］
　（３）染色工程における乾燥条件を、まず５０℃で１５０秒間乾燥させ、次いで８５℃
で１５０秒間乾燥させるように変更した以外は実施例１と同様にして偏光板を作製した。
偏光フィルム層の厚さは５.４μｍであった。
【０２１３】
［参考例１］
　（３）染色工程における乾燥条件を４０℃で１５０秒間の乾燥を２回行うように変更し
た以外は実施例１と同様して偏光板を作製した。偏光フィルム層の厚さは５．４μｍであ
った。
【０２１４】
［参考例２］
　（３）染色工程における架橋溶液２に配合するヨウ化カリウムを８重量部に変更し、乾
燥条件を４０℃で１５０秒間の乾燥を２回行うように変更した以外は実施例１と同様にし
て偏光板を作製した。偏光フィルム層の厚さは５.５μｍであった。
【０２１５】
［実施例３］
　第１保護フィルムとして保護フィルム２（貼合面にコロナ処理を施したもの）を用い、
第２保護フィルムとして保護フィルム３（貼合面にコロナ処理を施したもの）用いた以外
は、参考例２と同様にして偏光板を作製した。
【０２１６】
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［参考例３］
　第１保護フィルムとして保護フィルム３（貼合面にコロナ処理を施したもの）を用いた
以外は、実施例３と同様にして偏光板を作製した。
【０２１７】
［参考例４］
　第１保護フィルムとして保護フィルム４を用いた以外は、実施例３と同様にして偏光板
を作製した。
【０２１８】
［参考例５］
　第１保護フィルム及び第２保護フィルムとして保護フィルム５（貼合面にコロナ処理を
施したもの）を用いた以外は、実施例１と同様にして偏光板を作製した。
【０２１９】
［比較例１］
　（２）延伸工程における延伸倍率を５．８倍に、（３）染色工程における架橋溶液２に
配合するヨウ化カリウムを６重量部に、乾燥条件を４０℃で１５０秒間の乾燥を２回行う
ように変更した以外は実施例１と同様にして偏光板を作製した。偏光フィルム層の厚さは
５.７μｍであった。
【０２２０】
　〈偏光フィルムの単位膜厚あたりの突刺し強度測定〉
　実施例、参考例及び比較例で製造した偏光板を、シクロヘキサンに浸しながら超音波洗
浄機にかけ、両面に貼合されている保護フィルムを溶解除去して偏光フィルムを取り出し
、突刺し試験を行った。突刺し試験は、先端径１ｍｍφ、０．５Ｒのニードルを装着した
カトーテック株式会社製のハンディー圧縮試験機“ＫＥＳ－Ｇ５ニードル貫通力測定仕様
”を使用し、温度２３±３℃の環境下、突刺し速度０．３３ｃｍ／秒の測定条件下で行っ
た。突刺し試験で測定される突刺し強度は、試験片１２個に対して突刺し試験を行い、そ
の平均値とした。偏光フィルムの厚さを接触式膜厚計〔株式会社ニコン製の商品名“ＤＩ
ＧＩＭＩＣＲＯ（登録商標）　ＭＨ－１５Ｍ”〕で測定し、偏光フィルムの単位膜厚あた
りの突刺し強度（強度Ｐ）を求めた。結果を、表１の「強度Ｐ」の欄に示した。
【０２２１】
　〈偏光板の冷熱衝撃試験〉
　実施例及び比較例で作製した偏光板の第２保護フィルム側にコロナ処理を実施し、粘着
剤（貯蔵弾性率：３９０ＫＰａ、厚さ：２０μｍ）を貼合し、粘着剤付き偏光板を作製し
た。粘着剤付き偏光板を、吸収軸が長辺と平行になるように長辺１００ｍｍ、短辺６０ｍ
ｍにスーパーカッターで切り出し、冷熱衝撃試験評価サンプルとした。この評価サンプル
は、粘着剤層側で無アルカリガラス板〔コーニング社製の“Ｅａｇｌｅ－ＸＧ（登録商標
）”〕に貼合し、オートクレーブ中、温度５０℃で圧力５ＭＰａの条件下で２０分間加圧
処理を行ない、温度２３℃で相対湿度６０％の雰囲気下で１日放置した。その後、株式会
社エスペック製の冷熱衝撃試験器（ＴＳＡ－３０１Ｌ－Ｗ）にて、低温側－４０℃で３０
分間保持した後、高温側８５℃で３０分間保持することを１サイクルとし、これを１００
サイクル行う耐久性試験を行なった。試験中、常温にさらすことはしなかった。評価サン
プル５０枚について、それぞれ１００サイクルの耐久性試験を行い、評価サンプル５０枚
のうち、クラック状の外観不具合の発生を目視で確認した枚数を表１の「冷熱衝撃試験」
の欄に示した。例えば、実施例１の”０／５０”は、評価サンプル５０枚中、クラック状
の外観不具合の発生を目視で確認できた枚数は、０枚であったことを意味する。
【０２２２】
［対照例１］
　比較例１で作製した偏光板の第２保護フィルム側にコロナ処理を実施し、粘着剤（貯蔵
弾性率：３９０ＫＰａ、厚さ：２０μｍ）を貼合し、粘着剤付き偏光板を作製した。この
粘着剤付き偏光板をガラスに貼合せずに、株式会社エスペック製の冷熱衝撃試験器（ＴＳ
Ａ－３０１Ｌ－Ｗ）にて、低温側－４０℃で３０分間保持した後、高温側８５℃で３０分
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験中、常温にさらすことはしなかった。試験後、評価サンプル中にクラック状の外観不具
合の発生を目視で確認したところ、ガラスに貼合しない状態ではクラックは発生していな
かった。このことから、ガラスと偏光板のひずみ差により偏光フィルムの割れが生じてい
ると考えられる。
【０２２３】
［対照例２］
　冷熱衝撃試験時に用いた無アルカリガラス表面にひずみゲージを接着し、株式会社エス
ペック製の冷熱衝撃試験器（ＴＳＡ－３０１Ｌ－Ｗ）にて、低温側－４０℃で３０分間保
持した後、高温側８５℃で３０分間保持することを１サイクルとし、これを１００サイク
ル行う耐久性試験を行い、冷熱衝撃試験時の無アルカリガラスのひずみ量を測定した。試
験中、常温にさらすことはしなかった。無アルカリガラスのひずみ変化量Ａは実施例、参
考例及び比較例記載で使用した保護フィルムのひずみ変化量Ａの値よりも小さい値となっ
ており、冷熱衝撃試験時にガラスの挙動と保護フィルムの挙動との間に差が生じる事によ
りクラック状の外観不具合が発生しやすくなっていると考えられる。ひずみ変化量Bにつ
いてもひずみ変化量Aと同様のメカニズムが考えられ、対照例２よりも保護フィルムのひ
ずみ変化量Bが小さい実施例３において、強度Pが４．２ｇｆ／μｍであっても冷熱衝撃試
験時にクラック状の外観不具合が発生していない理由はひずみ変化量Bが無アルカリガラ
スの挙動と一致している為である考えられる。
【０２２４】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【０２２５】
　本発明によれば、薄肉であり、熱を加えた際の収縮率が小さい偏光板が提供される。ま
た、本発明によれば、高温と低温とを繰り返すような環境下において、偏光フィルムに生
じる割れが抑制され、耐久性に優れる偏光板が提供される。本発明の偏光板は、収縮率が
小さいため、狭額縁化された液晶パネルに適用しても、高温環境下で偏光板が収縮するこ
とによって偏光板端部が視認エリアに入ってくることを抑制することができる。
【符号の説明】
【０２２６】
　　１　偏光板
　　５　偏光フィルム
　１０　第１保護フィルム
　１５　接着剤層
　２０　第２保護フィルム
　２５　粘着剤層
　３０　ガラス基板
　３５　無アルカリガラス板
　４０　ひずみゲージ
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